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公 開 買 付 説 明 書 
 

 本説明書により行う公開買付けは、金融商品取引法（昭和23年法律第25号。その後の改正を含みます。）第二章の二第

一節の規定の適用を受けるものであり、本説明書は金融商品取引法第27条の９の規定により作成されたものであります。 

 

【届出者の氏名又は名称】／１ 東レ株式会社 

【届出者の住所又は所在地】 東京都中央区日本橋室町二丁目１番１号 

【最寄りの連絡場所】 東京都中央区日本橋室町二丁目１番１号 

【電話番号】 03（3245）5418 

【事務連絡者氏名】 経営企画室事業開発担当部長  小林 伸行 

【代理人の氏名又は名称】 該当事項はありません 

【代理人の住所又は所在地】 該当事項はありません 

【最寄りの連絡場所】 該当事項はありません 

【電話番号】 該当事項はありません 

【事務連絡者氏名】 該当事項はありません 

［届出者の氏名又は名称］／２ 三井物産株式会社 

［届出者の住所又は所在地］ 東京都千代田区丸の内一丁目１番３号 

［最寄りの連絡場所］ 東京都千代田区丸の内一丁目１番３号 

［電話番号］ 03（3285）8068 

［事務連絡者氏名］ 財務部計数管理室長  坪井 充 

［代理人の氏名又は名称］ 該当事項はありません 

［代理人の住所又は所在地］ 該当事項はありません 

［最寄りの連絡場所］ 該当事項はありません 

［電話番号］ 該当事項はありません 

［事務連絡者氏名］ 該当事項はありません 

【縦覧に供する場所】 東レ株式会社 

（東京都中央区日本橋室町二丁目１番１号） 

三井物産株式会社 

（東京都千代田区丸の内一丁目１番３号） 

株式会社東京証券取引所 

（東京都中央区日本橋兜町２番１号） 

 

 （注１） 本書中の「公開買付者」とは、東レ株式会社（以下「東レ」といいます。）及び三井物産株式会社（以下

「三井物産」といいます。）を総称して又は個別にいいます。また、東レ及び三井物産を総称して「公開買

付者ら」ということがあります。 

 （注２） 本書中の「対象者」とは、曽田香料株式会社をいいます。 

 （注３） 本書中の記載において計数が四捨五入又は切捨てされている場合、合計として記載される数値は計数の総和

と必ずしも一致しません。 

 （注４） 本書中の「法」とは、金融商品取引法（昭和23年法律第25号。その後の改正を含みます。）をいいます。 

 （注５） 本書中の「令」とは、金融商品取引法施行令（昭和40年政令第321号。その後の改正を含みます。）をいい

ます。 

 （注６） 本書中の「府令」とは、発行者以外の者による株券等の公開買付けの開示に関する内閣府令（平成２年大蔵

省令第38号。その後の改正を含みます。）をいいます。 

 （注７） 本書中の「株券等」とは、株式等に係る権利をいいます。 
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 （注８） 本書中の「営業日」とは、行政機関の休日に関する法律（昭和63年法律第91号。その後の改正を含みま

す。）第１条第１項各号に掲げる日を除いた日をいいます。 

 （注９） 本書中の記載において、日数又は日時の記載がある場合は、特段の記載がない限り、日本国における日数又

は日時を指すものとします。 

 （注10） 本書の提出にかかる公開買付け（以下「本公開買付け」といいます。）は、日本の金融商品取引法で定めら

れた手続及び情報開示基準を遵守して実施されます。 
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第１【公開買付要項】

１【対象者名】

曽田香料株式会社

 

２【買付け等をする株券等の種類】

普通株式

 

３【買付け等の目的】

(1）本公開買付けの概要 

 東レは、本書提出日現在、株式会社東京証券取引所（以下「東京証券取引所」といいます。）の開設する市場で

あるJASDAQスタンダード市場（以下「JASDAQ市場」といいます。）に上場している対象者の普通株式（以下「対象

者株式」といいます。）を5,001,250株（所有割合（注）50.03％）所有しており、対象者を連結子会社としており

ます。三井物産は、本書提出日現在、対象者株式を1,500,000株（所有割合15.01％）所有しており、対象者を持分

法適用会社としております。このため、公開買付者らの所有割合は、東レの特別関係者（法第27条の２第７項に規

定する特別関係者をいいます。以下同じとします。）であり、対象者の監査等委員である取締役であり、対象者の

第４位株主の曽田義信氏が所有する対象者株式（367,350株、所有割合3.67％）と合わせて、68.71％であり、本公

開買付けの開始前においてすでに３分の２以上となっております。 

（注） 「所有割合」とは、対象者が平成29年８月２日に公表した「平成30年３月期第１四半期決算短信〔日本基

準〕（連結）」（以下「対象者平成30年３月期第１四半期決算短信」といいます。）に記載された平成29

年６月30日現在の発行済株式総数10,000,000株から、対象者平成30年３月期第１四半期決算短信に記載さ

れた平成29年６月30日現在対象者が所有する自己株式数（3,769株）を控除した株式数（9,996,231株）に

対する対象者株式の割合（小数点以下第三位四捨五入）をいいます。 

 

 公開買付者らが公表した平成29年５月10日付「曽田香料株式会社株式（証券コード 4965）に対する公開買付け

の開始予定に関するお知らせ」（以下「公開買付者プレスリリース」といいます。）においてお知らせいたしまし

たとおり、公開買付者らは、平成29年５月10日付で共同公開買付契約書（以下「本共同公開買付契約」といいま

す。）を締結し、日本並びに欧州及び中国の競争法に基づき必要な手続及び対応が完了すること等を条件に、本共

同公開買付契約に基づき、対象者の株主を公開買付者らのみとするための一連の取引（以下「本取引」といいま

す。）の一環として、公開買付者らが共同して対象者株式の全て（ただし、公開買付者らが所有する対象者株式及

び対象者が所有する自己株式を除きます。以下同じとします。）を対象とした本公開買付けを実施することを決定

いたしました。今般、日本並びに欧州及び中国の競争法に基づき必要な手続及び対応が完了するなど、公開買付者

らが本公開買付けを開始する条件が充足されたため、公開買付者らは、平成29年８月７日、本公開買付けを開始す

ることを決定いたしました。 

 

 公開買付者らは、対象者の株主の皆様に対して広く売却機会を提供するため、本公開買付けにおいて、買付予定

数の上限及び下限を設定しておりませんので、本公開買付けに応募された株券等（以下「応募株券等」といいま

す。）の全部の買付け等を行います。なお、公開買付者らは、本取引を通じて、最終的に、対象者に対する東レの

議決権保有比率を66％、三井物産の議決権保有比率を34％とすることを想定していることから、(a)応募株券等の

総数が1,000,626株以下の場合には、応募株券等の総数の全部について三井物産が買付け等を行うこととし、(b)応

募株券等の総数が1,000,626株を超える場合には、応募株券等の総数のうち、1,000,626株までについては、三井物

産が買付け等を行い、1,000,626株を超える数については、うち３分の２（小数点以下切捨て）を東レが、うち３

分の１（小数点以下切上げ）を三井物産が、それぞれ買付け等を行います。 

 

 公開買付者らは、本取引により対象者を非上場化する方針であり、本公開買付けによって、公開買付者らが対象

者株式の全てを取得できなかった場合には、本公開買付けの成立後、対象者の株主を公開買付者らのみとするため

の一連の手続を実施する予定です。詳細については、下記「(4）本公開買付け後の組織再編等の方針（いわゆる二

段階買収に関する事項）」をご参照ください。 

 

 なお、対象者が平成29年５月10日に公表した「支配株主である東レ株式会社及び三井物産株式会社による当社株

式に対する公開買付けに関する意見表明のお知らせ」（以下「対象者平成29年５月プレスリリース」といいま

す。）によれば、対象者は、本取引に関する諸条件について慎重に検討を行った結果、(ⅰ)本取引は、対象者の企

業価値の向上に資するものであるとともに、(ⅱ)本公開買付けは対象者の株主の皆様に対して合理的なプレミアム

を付した価格での株式売却の機会を提供するものであると判断し、平成29年５月10日開催の取締役会において、下

記「(2）本公開買付けの実施を決定するに至った背景、目的及び意思決定の過程、並びに本公開買付け後の経営方
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針」の「③ 対象者が本公開買付けに賛同するに至った意思決定の経緯及び理由」に記載の根拠及び理由に基づ

き、当該時点における対象者の意見として、本公開買付けが開始された場合には、本公開買付けに対して賛同の意

見を表明するとともに、対象者の株主の皆様に対して、本公開買付けに応募することを推奨する旨及び本公開買付

けが開始される時点で改めて本公開買付けに関する意見表明を行う旨の決議をしたとのことです。また、対象者が

平成29年８月７日に公表した「支配株主である東レ株式会社及び三井物産株式会社による当社株式に対する公開買

付けに関する意見表明のお知らせ」（以下「対象者平成29年８月プレスリリース」といい、対象者平成29年５月プ

レスリリースと併せて「対象者プレスリリース」といいます。）によれば、対象者は、平成29年８月７日において

も本公開買付けに関する判断を変更する要因はないと考え、平成29年８月７日付の取締役会決議により、改めて本

公開買付けに賛同の意見を表明するとともに、対象者の株主の皆様に対して、本公開買付けに応募することを推奨

する旨の決定をしたとのことです。対象者の意思決定の過程に係る詳細については、下記「(2）本公開買付けの実

施を決定するに至った背景、目的及び意思決定の過程、並びに本公開買付け後の経営方針」の「③ 対象者が本公

開買付けに賛同するに至った意思決定の経緯及び理由」をご参照ください。 

 

(2）本公開買付けの実施を決定するに至った背景、目的及び意思決定の過程、並びに本公開買付け後の経営方針 

① 本公開買付けの実施を決定するに至った背景、目的及び意思決定の過程 

 公開買付者らが本公開買付けの実施を決定するに至った背景、目的及び意思決定の過程は、以下のとおりで

す。なお、以下の記載のうち、対象者に関する記述は、対象者が公表した情報及び対象者から受けた説明に基づ

くものです。 

 東レは、大正15年に東洋レーヨン株式会社の商号で設立され、昭和24年に東京証券取引所に株式を上場し、昭

和45年に社名を現在の東レ株式会社に変更しています。東レ及び東レの関係会社283社（子会社241社・関連会社

42社、平成29年３月31日時点）は、「わたしたちは新しい価値の創造を通じて社会に貢献します」という企業理

念の下、コア技術（有機合成化学、高分子化学、バイオテクノロジー、ナノテクノロジー）を価値創造の源泉と

して、繊維事業、機能化成品事業、炭素繊維複合材料事業、環境・エンジニアリング事業及びライフサイエンス

事業を世界26カ国・地域で展開しています。 

 

 三井物産は、昭和22年に第一物産株式会社の商号で設立され、昭和24年に東京証券取引所に株式を上場し、昭

和34年に社名を現在の三井物産株式会社に変更しています。三井物産並びに三井物産の連結子会社268社及び持

分法適用会社201社（平成29年３月31日時点）（以下「三井物産グループ」といいます。）は、総合商社とし

て、金属、機械・インフラ、化学品、エネルギー、生活産業、次世代・機能推進の各分野において全世界に広が

る営業拠点とネットワーク、情報力等を活かし各種事業を多角的に展開しています。 

 

 一方、対象者は、大正４年４月に創業者である曽田政治氏が香料商を開業したことを源流としております。昭

和16年９月に設立された対象者の前身である旧曽田香料株式会社を経て、昭和47年９月にエム、エス香料株式会

社が設立され、営業譲渡により旧曽田香料株式会社の香料関連事業を引き継ぎ、昭和47年10月には、社名をエ

ム、エス香料株式会社から曽田香料株式会社に変更しました。 

 その後、対象者は、当時、大手石油化学企業や欧米の大手香料メーカーとの競争が激化し香料業界全体が大き

く変化する中、国内外の競争力の強化策として、昭和47年12月に高分子化学を主体とした「技術力」を有する東

レ及び世界的な情報・販売網を始めとする「グローバル力」を有する三井物産との関係性を構築するため、東レ

及び三井物産が曽田産業株式会社から対象者株式を譲り受ける方法により、東レ（当時の議決権保有比率

45.00％）及び三井物産（当時の議決権保有比率5.00％）との資本提携を実施して以来、東レ及び三井物産との

資本関係を継続しております。また、対象者は、平成９年７月に日本証券業協会に株式を店頭登録した後、平成

11年３月には東レが対象者株式を市場内取引を通じて追加取得することにより対象者に対する東レの議決権保有

比率が50.01％となり、東レの子会社となるとともに、平成16年６月には三井物産が対象者株式を市場内取引を

通じて追加取得することにより対象者に対する三井物産の議決権保有比率が15.00％となり、三井物産の持分法

適用会社となりました。その後、対象者は、平成16年12月に店頭登録を取り消し、株式会社ジャスダック証券取

引所が運営するジャスダック証券取引所（現東京証券取引所JASDAQ市場）に株式を上場しております。 

 公開買付者らは、これまで、東レにおいて、対象者グループにおける経営管理、各種コストの適正化、役職員

の派遣を通じた対象者との人材交流等を行うほか、三井物産において、合成香料を中心に販売支援や、海外事業

開拓支援等を行ってまいりました。 

 

 対象者グループは、対象者及びその子会社７社より構成されており、創業以来、総合香料メーカーとして、

「香料を中心とする各種製品の開発と生産を進め、これを顧客に販売することを通じて、社会に奉仕する」を基

本理念に、あらゆる香料の研究開発に取り組み、調合香料及び合成香料・ケミカル製品の製造及び販売を営んで

まいりました。具体的には、化粧品・シャンプー等に用いられるフレグランス及び飲料・菓子等に用いられるフ

レーバーの製造及び販売を営む調合香料事業、香料素材・工業用原料をはじめとする合成香料及びケミカル製品
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の製造及び販売を営む合成香料・ケミカル事業を主な事業内容として国内外において事業展開を行っておりま

す。対象者は、これらの事業分野において長年に渡り確固たる事業基盤を築いてきた結果、国内大手香料企業の

一角に位置しております。 

 

 しかしながら、国内における香料市場は、すでに成熟局面を迎えつつあり、少子高齢化による影響も伴い、近

年需要は減少傾向にあります。加えて、消費者の嗜好の多様化及び高度化を背景とした競合他社との競争の激化

や品質保証に対する要求増加など、対象者グループを取り巻く経営環境は厳しさを増しており、対象者において

はその販売機能の強化が喫緊の課題となっております。 

 また、対象者グループは、このような国内市場の縮小・競争激化の傾向を踏まえ、その子会社である中国の曽

田香料（昆山）有限公司や台湾曽田香料股份有限公司を拠点に食品・日用品向け香料の現地での生産販売体制を

強化するほか、平成28年８月には、タイに合弁会社を設立、平成29年１月にはシンガポールに合弁販社を設立す

るなど、需要拡大が期待できる海外市場における事業拡大を推進してまいりました。一方で、合成香料製品の一

部では、主に中国メーカーの台頭により、販売価格の下落が進行しており、海外市場における販売機能の強化や

新規市場の開拓、また、高付加価値製品の上市が重要課題となっております。 

 

 このような経営環境の下、対象者グループの近時の経営成績は、国内事業は、調合香料での天候要因や需要減

による製品販売減、ケミカル事業の受託品販売減等、厳しい状況が続いており、また、海外事業も中国経済減速

の影響など厳しい事業環境下にあり、平成29年３月期の経常利益424百万円及び親会社株主に帰属する当期純利

益243百万円と、厳しい状況は継続しております。 

 かかる状況を踏まえ、東レは、平成28年５月下旬から、対象者の親会社として、対象者グループの成長戦略に

ついて対象者との間で協議・検討を行いました。その結果、東レは、対象者グループの経営課題を克服するため

には抜本的な経営基盤の再構築やより積極的な経営資源の投入が必要であり、そのためには、機動的な意思決定

を行い得る経営体制を構築するとともに、香料市場との関連性の高い食糧・食品市場について強力なノウハウや

海外展開力を有し、対象者の第２位株主として対象者グループの事業内容にも明るい三井物産の協力を得ること

が不可欠であるとの判断に至りました。 

 

 そのような判断の下、東レは、平成28年７月中旬から、対象者グループの企業価値向上に向けた具体的な方策

について三井物産との協議・検討を開始いたしました。三井物産は、フードサイエンス事業領域における取組み

を強化していく方針の下、食のおいしさ実現に不可欠な素材である香料を軸に当該事業取組みを推進中であると

ころ、国内香料市場の成熟化により市場競争環境が厳しさを増す中で、今後も成長が見込まれる中国や東南アジ

ア事業展開において三井物産グループのネットワーク活用等を通じて対象者の競争力強化・事業拡大に繋がると

考え、本取引の検討を東レと開始しました。その結果、公開買付者らは、本取引を通じて対象者を非上場化し、

対象者の株主を公開買付者らのみとした上で、東レ、三井物産及び対象者が三位一体となって事業推進を図るこ

とによって、以下のような効果を期待することができ、もって対象者グループの企業価値向上を図ることが可能

であるとの認識を共有するに至りました。 

（ⅰ）経営戦略遂行の迅速化 

 近時の香料市場における消費者の嗜好の多様化及び高度化への対応や、海外市場における展開力の強化の

ためには、日々変動し得る顧客ニーズや海外の市場動向に適時に適応するため、迅速かつ果断な意思決定を

可能とするための機動的な経営体制を構築することが必要であるところ、本取引を通じて、対象者の株主を

公開買付者らのみとすることによって、対象者の自主性を尊重しつつ、機動的な経営体制を構築することが

可能と考えております。 

（ⅱ）競争力の強化 

 公開買付者らは、従前より、対象者グループにおける販売機能の強化、新規市場の開拓、各種コストの適

正化、資本提携による事業基盤の強化等について必要な支援を実施してまいりましたが、本取引を通じて対

象者を非上場化し、対象者の株主を公開買付者らのみとすることによって、上場会社としての独立性という

観点からは困難であった対象者グループの取引情報や販路の共有が可能となるため、これらの支援をより積

極的に実施し、公開買付者らが有する国内外のネットワークや経営に関する知見を活用することにより、対

象者グループの競争力を強化することが可能と考えております。 

 具体的には、東レは、総合化学メーカーとしての知見を活かし、主として適正な組織体制の維持強化、生

産・技術面の強化において、対象者を支援する方針であり、その為に必要な最適人材の派遣も考えておりま

す。また、三井物産は、香料市場との関連性の高い食糧・食品事業を国内外で展開しており、当該販路の積

極的な活用を通じて、対象者の国内外の販売・マーケティング面の強化、加えて、海外事業開拓・新規事業

開発面の強化において、対象者を支援する方針であり、その為に必要な最適人材の派遣も考えております。 
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（ⅲ）人材の育成・登用の強化 

 公開買付者らは、従前より、役職員の派遣を通じて対象者との人材交流を行ってまいりましたが、本取引

を通じて対象者を非上場化し、対象者の株主を公開買付者らのみとすることによって、より一体的な人材交

流、人材育成のための教育システム及び採用活動の強化を実施することが可能となり、ひいては海外拠点機

能強化に資するような人材の派遣など、対象者グループの経営課題の克服に適した人材の育成・登用が可能

になると考えております。 

 

 このような認識の下、公開買付者らは、平成28年12月上旬に、対象者に対して、本取引に関する初期的な申し

入れを行った上で、平成29年１月上旬に、対象者に対して、本取引に関する初期的な提案及び説明を行うととも

に、平成29年１月上旬から平成29年３月中旬までの期間において、対象者に対する一次的なデュー・ディリジェ

ンスを実施いたしました。また、公開買付者らは、平成29年２月上旬には、対象者に対して本取引に関するより

詳細な提案及び説明を行い、平成29年３月上旬より、対象者との間で本公開買付けにおける買付け等の価格（以

下「本公開買付価格」といいます。）を含む本取引の諸条件及び日程等について、本格的な協議・検討を進めて

まいりました。 

 

 こうした協議・検討を踏まえ、公開買付者らは、平成29年５月10日付で、本共同公開買付契約を締結し、日本

並びに欧州及び中国の競争法に基づき必要な手続及び対応が完了すること等を条件に、本共同公開買付契約に基

づき、本取引の一環として、本公開買付けを実施することを決定いたしました。その後、日本並びに欧州及び中

国の競争法に基づき必要な手続及び対応が完了するなど、公開買付者らが本公開買付けを開始する条件が充足さ

れたため、公開買付者らは、平成29年８月７日、本公開買付けを開始することを決定いたしました。 

 

② 本公開買付け後の経営方針 

 公開買付者らは、本公開買付けの成立後、上記「① 本公開買付けの実施を決定するに至った背景、目的及び

意思決定の過程」に記載の各効果を実現するための施策を講じるとともに、そのための適切な経営体制を構築す

ることを目的として、新たに公開買付者らが指名する者を対象者の役員に就任させることを予定しております

が、施策の具体的な内容並びに役員就任の具体的な時期及び候補者等については現時点では未定であります。こ

れらの点を含む対象者の経営体制の詳細については、本公開買付けの成立後、対象者と協議しながら決定してい

く予定です。 

 なお、本書提出日現在、対象者の役員構成は、監査等委員である取締役を含め10名でありますが、公開買付者

らは、平成29年５月10日付で株主間契約書（以下「本株主間契約」といいます。）を締結し、本株主間契約にお

いて、本取引完了後は、対象者の取締役の員数を最大９名とし、うち６名（取締役の員数が８名又は７名の場合

には５名）は東レが、うち３名（取締役の員数が８名の場合には３名、取締役の員数が７名の場合には２名）は

三井物産が、それぞれ指名すること、対象者の代表取締役を１名とし、東レが当該代表取締役を指名すること

（ただし、東レは事前に三井物産の承認が得られるよう努めるものとします。）、及び対象者の監査役を１名と

し、東レが当該監査役を指名することを合意しております。本株主間契約の概要については、下記「(6）本公開

買付けに係る重要な合意に関する事項」の「② 本株主間契約」をご参照ください。 

 

③ 対象者が本公開買付けに賛同するに至った意思決定の経緯及び理由 

 対象者プレスリリースによれば、対象者が本公開買付けに賛同するに至った意思決定の経緯及び理由は以下の

とおりとのことです。 

 上記「① 本公開買付けの実施を決定するに至った背景、目的及び意思決定の過程」に記載のとおり、対象者

は、平成29年１月上旬に公開買付者らから本取引に関する初期的な提案及び説明を、平成29年２月上旬により詳

細な提案及び説明を受け、対象者が平成29年５月10日において東レの連結子会社、かつ三井物産の持分法適用会

社であり、対象者における本公開買付けを含む本取引の検討において構造的な利益相反状態が生じ得ることに鑑

み、本公開買付価格の公正性の担保、並びに本公開買付けを含む本取引に関する意思決定の過程における恣意性

の排除及び利益相反の回避の観点から、本取引に関して対象者と利益が相反するおそれがある取締役を除く取締

役のうち３名の取締役（堂前明彦氏、白川俊文氏及び亀井暢之氏）を中心に構成されるプロジェクト・チーム

（以下「対象者プロジェクト・チーム」といいます。）を平成29年２月７日に設置し、本取引に関する検討を行

ったとのことです。また、併せて、対象者は、対象者及び公開買付者らから独立したファイナンシャル・アドバ

イザー及び第三者算定機関としてＳＭＢＣ日興証券株式会社（以下「ＳＭＢＣ日興証券」といいます。）を、リ

ーガル・アドバイザーとして西村あさひ法律事務所を、それぞれ選任し、さらに、本取引に関する提案を検討す

るための諮問機関として第三者委員会（以下「本第三者委員会」といいます。）を平成29年２月７日に設置した

とのことです。本第三者委員会の詳細については、下記「４ 買付け等の期間、買付け等の価格及び買付予定の

株券等の数」の「(2）買付け等の価格」の「算定の経緯」の「（本公開買付価格の公正性を担保するための措置
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及び利益相反を回避するための措置等、本公開買付けの公正性を担保するための措置）」の「④ 対象者におけ

る独立した第三者委員会の設置」をご参照ください。 

 上記のような体制の下で、対象者プロジェクト・チームは、平成29年３月上旬に公開買付者らより本取引の条

件等に係る初期的な提案を受けた後、本公開買付価格を含む本取引の諸条件等について公開買付者らとの間で複

数回に亘る協議・交渉を重ね、平成29年４月上旬、本公開買付価格として１株あたり1,140円とする旨の最終提

示を受けるに至ったとのことです。その上で、ＳＭＢＣ日興証券より取得した平成29年５月９日付株式価値算定

書（以下「本対象者株式価値算定書」といいます。）及び西村あさひ法律事務所から得た法的助言を踏まえつ

つ、本第三者委員会における検討及び本第三者委員会から提出を受けた平成29年５月９日付答申書（以下「平成

29年５月答申書」といいます。）の内容を最大限尊重しながら、本取引に関する諸条件について企業価値向上の

観点から慎重に検討を行ったとのことです。 

 その結果、対象者は、国内香料市場では成熟化、競合他社との競争激化等により厳しい状況が続いていること

及び対象者の持続的な成長の観点からＡＳＥＡＮ地域等海外成長市場への展開が急務であることを踏まえると、

中長期的な視点での対象者の企業価値を更に高めていくためには非上場化した上で公開買付者らとの間でより一

層踏み込んだ連携をとることが不可欠であるとの結論に至ったとのことです。さらに、対象者は、本取引により

(a)多様な顧客ニーズや海外の市場動向に対して迅速かつ柔軟な対応が可能な経営体制を構築すること、(b)公開

買付者らの保有するノウハウ等によるより効率的な経営、各種コストの適正化が期待でき、加えて非上場化する

ことにより短期的な業績動向に左右されることなく、例えば対象者の事業構造の大幅な変革を伴い得る業務提携

や企業買収等の施策を実施することが可能となることは対象者の競争力強化に資すると考えられること、(c)公

開買付者ら及びそのグループ企業等の事業基盤の活用、国際的な営業人材を含む人材交流及び人材育成のための

教育システムを通じて、海外市場開拓の推進が加速されることから、本取引は公開買付者らとの三位一体となっ

た事業推進を通じて、対象者の企業価値の向上に資するものであると判断したとのことです。 

 また、本公開買付価格についても、(a)下記「４ 買付け等の期間、買付け等の価格及び買付予定の株券等の

数」の「(2）買付け等の価格」の「算定の経緯」の「（本公開買付価格の公正性を担保するための措置及び利益

相反を回避するための措置等、本公開買付けの公正性を担保するための措置）」の「③ 対象者における独立し

た第三者算定機関からの株式価値算定書の取得」に記載されているＳＭＢＣ日興証券による対象者株式の株式価

値算定結果のうち、市場株価法に基づく算定結果を上回るものであり、かつ、ディスカウンテッド・キャッシ

ュ・フロー法（以下「ＤＣＦ法」といいます。）に基づく算定レンジ内であること、(b)対象者平成29年５月プ

レスリリースの公表日の前営業日である平成29年５月９日の東京証券取引所JASDAQ市場における対象者株式の終

値743円に対して53.43％（小数点以下第三位を四捨五入。以下、株価に対するプレミアムの計算において同じと

します。）、平成29年５月９日から過去１ヶ月の終値単純平均株価731円（小数点以下を四捨五入。以下、終値

単純平均株価の計算において同じとします。）に対して55.95％、同過去３ヶ月の終値単純平均株価748円に対し

て52.41％、同過去６ヶ月の終値単純平均株価733円に対して55.53％のプレミアムを、それぞれ加えたものであ

ること、(c)下記「４ 買付け等の期間、買付け等の価格及び買付予定の株券等の数」の「(2）買付け等の価

格」の「算定の経緯」の「（本公開買付価格の公正性を担保するための措置及び利益相反を回避するための措置

等、本公開買付けの公正性を担保するための措置）」に記載の各措置が採られており、少数株主の利益への配慮

がなされていると認められること、(d)当該措置が採られた上で、対象者プロジェクト・チームと公開買付者ら

の間で独立当事者間の取引における協議・交渉と同等の協議・交渉が複数回行われた結果決定された価格である

こと等から、本公開買付けは対象者の株主の皆様に対して合理的なプレミアムを付した価格での株式売却の機会

を提供するものであると判断したとのことです。 

 以上より、対象者は、平成29年５月10日開催の取締役会において、当該時点における対象者の意見として、本

公開買付けが開始された場合には、本公開買付けに賛同の意見を表明するとともに、対象者の株主の皆様に対し

て、本公開買付けに応募することを推奨する旨の決議をしたとのことです。 

 また、公開買付者プレスリリースにおいて、本公開買付けは日本並びに欧州及び中国の競争法に基づき必要な

手続及び対応が完了すること等一定の事項を条件として開始され、国内外の競争当局における手続等に要する期

間を正確に予想することが困難な状況であるとされていた点に鑑み、対象者は、上記取締役会において、本第三

者委員会に対して、本公開買付けが開始される際に、平成29年５月答申書に記載された意見に変更がないか否か

検討し、対象者取締役会に対し、変更がない場合にはその旨、変更がある場合には変更後の意見を述べるよう諮

問すること、及び本公開買付けが開始される時点で、改めて本公開買付けに関する意見表明を行うことを併せて

決議したとのことです。 

 今般、対象者は、平成29年７月下旬に、公開買付者らから、日本及び中国の競争法に基づき必要な手続及び対

応が完了し、欧州の競争法に基づき必要な手続及び対応が完了する見込みであるとの連絡を受け、下記「４ 買

付け等の期間、買付け等の価格及び買付予定の株券等の数」の「(2）買付け等の価格」の「算定の経緯」の

「（本公開買付価格の公正性を担保するための措置及び利益相反を回避するための措置等、本公開買付けの公正

性を担保するための措置）」の「④ 対象者における独立した第三者委員会の設置」に記載のとおり、本第三者

委員会に対して、平成29年５月答申書に記載された意見に変更がないか否か検討し、対象者取締役会に対し、変
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更がない場合にはその旨、変更がある場合には変更後の意見を述べるよう諮問したとのことです。本第三者委員

会は、上記諮問事項に対して検討を行った結果、対象者の業況や本取引を取り巻く環境などに重大な変化が見ら

れないこと、本対象者株式価値算定書の前提となった対象者の事業計画の変更を要する事業環境の変化等も見ら

れないこと、平成29年５月10日開催の対象者取締役会以降の手続についても公正性が確保されていることなどを

確認し、平成29年８月４日に対象者取締役会に対して、平成29年５月答申書に記載された意見に変更がない旨の

答申書（以下「平成29年８月答申書」といい、平成29年５月答申書と併せて「本答申書」といいます。）を提出

したとのことです。 

 

 対象者は本答申書等を踏まえ、本公開買付けに関する諸条件について改めて慎重に検討したとのことです。そ

の上で、対象者は、対象者においても平成29年５月10日開催の取締役会以降平成29年８月７日時点までの対象者

の業況や本取引を取り巻く環境などに重大な変化が見られないことなどを確認し、ＳＭＢＣ日興証券より取得し

た本対象者株式価値算定書に影響を与える前提事実に大きな変更もないことから、平成29年８月７日においても

本公開買付けに関する判断を変更する要因はないと考え、平成29年８月７日付の取締役会決議により、改めて本

公開買付けに賛同の意見を表明するとともに、対象者の株主の皆様に対して、本公開買付けに応募することを推

奨する旨の決定をしたとのことです。 

 なお、対象者の上記各取締役会の意思決定の過程の詳細については、下記「４ 買付け等の期間、買付け等の

価格及び買付予定の株券等の数」の「(2）買付け等の価格」の「算定の経緯」の「（本公開買付価格の公正性を

担保するための措置及び利益相反を回避するための措置等、本公開買付けの公正性を担保するための措置）」の

「⑥ 対象者における利害関係を有しない取締役全員の承認」をご参照ください。 

 

(3）本公開買付価格の公正性を担保するための措置及び利益相反を回避するための措置等、本公開買付けの公正性を

担保するための措置 

 公開買付者ら及び対象者は、対象者が本書提出日現在において東レの連結子会社であり、かつ三井物産の持分法

適用会社であるとともに、公開買付者らの所有割合が、東レの特別関係者であり、対象者の監査等委員である取締

役であり、対象者の第４位株主の曽田義信氏が所有する対象者株式（367,350株、所有割合3.67％）と合わせて、

68.71％であり、本公開買付けの開始前においてすでに３分の２以上となっており、対象者における本公開買付け

を含む本取引の検討において構造的な利益相反状態が生じ得ることに鑑み、本公開買付価格の公正性の担保、並び

に本公開買付けを含む本取引に関する意思決定の過程における恣意性の排除及び利益相反の回避の観点から、それ

ぞれ以下のような措置を実施いたしました。なお、公開買付者らとしては、本公開買付けにおいては、いわゆる

「マジョリティ・オブ・マイノリティ」（Majority of Minority）の買付予定数の下限を設定しておりませんが、

公開買付者ら及び対象者において以下の①ないし⑦の措置を講じていることから、対象者の少数株主の利益には十

分な配慮がなされていると考えております。 

 

① 公開買付者らにおける独立した第三者算定機関からの株式価値算定書の取得 

② 対象者プロジェクト・チームによる検討・協議・交渉等 

③ 対象者における独立した第三者算定機関からの株式価値算定書の取得 

④ 対象者における独立した第三者委員会の設置 

⑤ 対象者における独立した法律事務所からの助言 

⑥ 対象者における利害関係を有しない取締役全員の承認 

⑦ 他の買付者からの買付機会を確保するための措置 

 

 以上の詳細については、下記「４ 買付け等の期間、買付け等の価格及び買付予定の株券等の数」の「(2）買付

け等の価格」の「算定の経緯」の「（本公開買付価格の公正性を担保するための措置及び利益相反を回避するため

の措置等、本公開買付けの公正性を担保するための措置）」をご参照ください。 

 

(4）本公開買付け後の組織再編等の方針（いわゆる二段階買収に関する事項） 

 公開買付者らは、最終的には対象者株式の全てを取得することを目的としておりますので、本公開買付けにおい

て対象者株式の全てを取得できなかった場合には、公開買付者らは、本公開買付け成立後に、以下の方法により、

対象者の株主を公開買付者らのみとするための一連の手続を実施することを予定しております。 

 具体的には、公開買付者らは、対象者株式の併合を行うこと（以下「本株式併合」といいます。）及び本株式併

合の効力発生を条件として単元株式数の定めを廃止する旨の定款の一部変更を行うことを付議議案に含む臨時株主

総会（以下「本臨時株主総会」といいます。）の開催を対象者に要請する予定です。なお、公開買付者らは、本臨

時株主総会において上記各議案に賛成する予定です。本臨時株主総会において本株式併合の議案についてご承認を

いただいた場合には、本株式併合がその効力を生ずる日において、対象者の株主は、本臨時株主総会においてご承

認をいただいた本株式併合の割合に応じた数の対象者株式を所有することとなります。本株式併合をすることによ
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り株式の数に１株に満たない端数が生じるときは、株主に対して、会社法（平成17年法律第86号。その後の改正を

含みます。以下同じとします。）第235条その他の関係法令の定める手続に従い、当該端数の合計数（合計した数

に１株に満たない端数がある場合には、当該端数は切り捨てられます。）に相当する対象者株式を対象者又は公開

買付者らに売却すること等によって得られる金銭が交付されることになります。当該端数の合計数に相当する対象

者株式の売却価格については、当該売却の結果、本公開買付けに応募されなかった対象者の各株主（公開買付者ら

及び対象者を除きます。）に交付される金銭の額が、本公開買付価格に当該各株主が所有していた対象者株式の数

を乗じた価格と同一となるよう算定した上で、裁判所に対して任意売却許可の申立てが行われる予定です。また、

対象者株式の併合の割合は、本書提出日現在において未定ですが、公開買付者ら又は東レのみが対象者株式（対象

者が所有する自己株式を除きます。）を所有することとなるよう、これら以外の本公開買付けに応募されなかった

対象者の株主の所有する対象者株式の数が１株に満たない端数となるように決定される予定です。 

 また、公開買付者らは、本株式併合後に、対象者に対する東レの議決権保有比率を66％、三井物産の議決権保有

比率を34％とするための手続を実施することを予定しております。具体的な手続については、本公開買付け後の公

開買付者らの株券等所有割合及び公開買付者ら以外の対象者の株主の対象者株式の所有状況等を踏まえ、決定する

予定です。 

 

 上記手続に関連する少数株主の権利保護を目的とした会社法上の規定として、本株式併合がなされた場合であっ

て、本株式併合をすることにより株式の数に１株に満たない端数が生じるときは、会社法第182条の４及び第182条

の５その他の関係法令の定めに従い、対象者の株主は、対象者に対し、自己の所有する対象者株式のうち１株に満

たない端数となるものの全部を公正な価格で買い取ることを請求することができる旨及び裁判所に対して対象者株

式の価格の決定の申立てを行うことができる旨が定められています。上記のとおり、本株式併合においては、本公

開買付けに応募されなかった対象者の株主（対象者及び対象者株式の併合の割合に応じて公開買付者ら又は東レを

除きます。）の所有する対象者株式の数は１株に満たない端数となる予定ですので、本株式併合に反対する対象者

の株主は、会社法第182条の４及び第182条の５その他の関係法令の定めに従い、対象者に対し、自己の所有する対

象者株式のうち１株に満たない端数となるものの全部を公正な価格で買い取ることを請求し、裁判所に対して対象

者株式の価格の決定の申立てを行うことができることになる予定です。なお、上記申立てがなされた場合の買取価

格は、最終的には裁判所が判断することになります。 

 

 上記各手続については、関係法令についての改正、施行、当局の解釈等の状況、本公開買付け後の公開買付者ら

の株券等所有割合及び公開買付者ら以外の対象者の株主の対象者株式の所有状況等によっては、実施の方法及び時

期に変更が生じる可能性があります。ただし、その場合でも、本公開買付けに応募されなかった対象者の各株主

（公開買付者ら及び対象者を除きます。）に対しては、最終的に金銭を交付する方法が採用される予定であり、そ

の場合に当該各株主に交付される金銭の額については、本公開買付価格に当該各株主が所有していた対象者株式の

数を乗じた価格と同一になるよう算定する予定です。以上の場合における具体的な手続及びその実施時期等につい

ては、対象者と協議の上、決定次第、対象者が速やかに公表する予定です。 

 なお、本公開買付けは、本臨時株主総会における対象者の株主の皆様の賛同を勧誘するものでは一切ありませ

ん。また、本公開買付けへの応募又は上記各手続における税務上の取扱いについては、株主の皆様において自らの

責任にて税理士等の専門家にご確認いただきますようお願いいたします。 

 

(5）上場廃止となる見込み及びその事由 

 対象者株式は、本書提出日現在、東京証券取引所JASDAQ市場に上場されていますが、公開買付者らは、本公開買

付けにおいて買付予定数の上限を設定していないため、本公開買付けの結果次第では、東京証券取引所の上場廃止

基準に従って、対象者株式は、所定の手続を経て上場廃止となる可能性があります。また、本公開買付けの成立時

点では当該基準に該当しない場合でも、公開買付者らは、本公開買付けの成立後に、上記「(4）本公開買付け後の

組織再編等の方針（いわゆる二段階買収に関する事項）」に記載のとおり、対象者株式の全ての取得を目的とした

手続を実施することを予定しておりますので、その場合、対象者株式は東京証券取引所の上場廃止基準に従い、所

定の手続を経て上場廃止となります。なお、対象者株式が上場廃止となった後は、対象者株式を東京証券取引所

JASDAQ市場において取引することはできません。 

 

(6）本公開買付けに係る重要な合意に関する事項 

① 本共同公開買付契約 

 公開買付者らは、上記「(1）本公開買付けの概要」に記載のとおり、平成29年５月10日付で、本共同公開買付

契約を締結いたしました。本共同公開買付契約においては、(ⅰ)公開買付者らが共同して本公開買付けを実施す

ること、(ⅱ)本公開買付けにおいて、(a)応募株券等の総数が1,000,626株以下の場合には、応募株券等の総数の

全部について三井物産が買付け等を行うこととし、(b)応募株券等の総数が1,000,626株を超える場合には、応募

株券等の総数のうち、1,000,626株までについては、三井物産が買付け等を行い、1,000,626株を超える数につい
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ては、うち３分の２（小数点以下切捨て）を東レが、うち３分の１（小数点以下切上げ）を三井物産が、それぞ

れ買付け等を行うこと、(ⅲ)本公開買付けの成立後、実務上可能な限り速やかに、対象者に対する東レの議決権

保有比率を66％、三井物産の議決権保有比率を34％とするための手続を実施すること、(ⅳ)本共同公開買付契約

の締結日以降本取引が完了するまでの間、東レは、対象者グループをして、善良な管理者の注意をもって、その

業務を本共同公開買付契約の締結日以前における対象者グループの通常の業務の範囲内において行わせるものと

し、同期間中、三井物産の同意なく、対象者をして、対象者の中・長期の経営計画及び重要な投資案に関する決

定を行わせないことについて、合意しております。 

 

② 本株主間契約 

 公開買付者らは、上記「(2）本公開買付けの実施を決定するに至った背景、目的及び意思決定の過程、並びに

本公開買付け後の経営方針」の「② 本公開買付け後の経営方針」に記載のとおり、平成29年５月10日付で、本

株主間契約を締結いたしました。本株主間契約においては、(ⅰ)対象者の運営方針、東レ及び三井物産の役割に

係る事項、(ⅱ)東レ及び三井物産の対象者に対する出資比率及び議決権保有比率（東レが66％、三井物産が

34％）、(ⅲ)東レ及び三井物産が所有する対象者株式の譲渡の原則禁止、(ⅳ)東レ及び三井物産による対象者の

役員の指名、(ⅴ)株主委員会（東レ及び三井物産が対象者の事業戦略・中長期経営課題についての基本合意形成

を図るための協議機関）及び指名委員会（対象者の取締役をはじめとする役員の選任に際し、東レ及び三井物産

の間で、常勤・非常勤の選別、具体的な管掌や役割・期待を協議する機関）の設置・運営に関する事項につい

て、合意しております。 

 具体的に、(ⅰ)の内容としては、以下のような事項を運営方針とすることを合意しております。 

(a）対象者、東レ、三井物産の一体となった事業運営を通じて経営体制を強化し、経営戦略遂行の迅速化を図

る。 

(b）対象者、東レ、三井物産及び各グループ会社の国内外ネットワークを活用して販売機能を強化し、新規市

場開拓を推進する。東レ及び三井物産の積極的な関与により、対象者のより効率的な経営、各種コストの

適正化を支援する。対象者によるＭ＆Ａや資本提携を東レ及び三井物産が支援し、事業基盤の強化、グロ

ーバル展開の実現可能性を高める。 

(c）東レ及び三井物産の教育システムや人材交流を通じ、国際的な営業人材など対象者が必要とする人材を強

化・育成する。 

 なお、本株主間契約は、本公開買付けの成立後、東レ及び三井物産の対象者に対する出資比率及び議決権保有

比率がそれぞれ66％及び34％になった時点で効力が発生します。 

 

４【買付け等の期間、買付け等の価格及び買付予定の株券等の数】

（１）【買付け等の期間】

①【届出当初の期間】

買付け等の期間 平成29年８月８日（火曜日）から平成29年９月20日（水曜日）まで（30営業日） 

公告日 平成29年８月８日（火曜日） 

公告掲載新聞名 

電子公告を行い、その旨を日本経済新聞に掲載します。 

電子公告アドレス 

（http://disclosure.edinet-fsa.go.jp/） 

 

②【対象者の請求に基づく延長の可能性の有無】

 該当事項はありません。 

 

③【期間延長の確認連絡先】

 該当事項はありません。 
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（２）【買付け等の価格】

株券 普通株式１株につき、金1,140円 

新株予約権証券 ― 

新株予約権付社債券 ― 

株券等信託受益証券 

（     ） 

― 

株券等預託証券 

（     ） 

― 

算定の基礎  公開買付者らは、平成29年５月の段階で、本公開買付価格を決定するにあたり、公開買付者

ら及び対象者から独立した第三者算定機関である野村證券株式会社（以下「野村證券」といい

ます。）に対して、対象者株式の株式価値の算定を依頼いたしました。野村證券は、本公開買

付けにおける算定手法を検討した結果、市場株価平均法、類似会社比較法及びＤＣＦ法の各手

法を用いて対象者株式の株式価値の算定を行い、公開買付者らは野村證券から平成29年５月９

日に対象者株式の株式価値に関する株式価値算定書（以下「本買付者株式価値算定書」といい

ます。）を取得いたしました。なお、野村證券は公開買付者ら及び対象者の関連当事者には該

当せず、本公開買付けを含む本取引に関して、重要な利害関係を有しておりません。また、公

開買付者らは野村證券から、本公開買付価格の公正性に関する意見書（フェアネス・オピニオ

ン）を取得しておりません。 

   

   本買付者株式価値算定書によると、各手法に基づいて算定された対象者株式の１株当たりの

株式価値の範囲は以下のとおりです。 

   

  市場株価平均法：731円～748円 

  類似会社比較法：1,040円～1,421円 

  ＤＣＦ法   ：1,071円～1,339円 

   

   市場株価平均法では、平成29年５月９日（以下「本基準日」といいます。）を算定基準日と

して、対象者株式の東京証券取引所JASDAQ市場における本基準日の終値743円、本基準日から

遡る直近５営業日の終値単純平均値740円、直近１ヶ月間の終値単純平均値731円、直近３ヶ月

間の終値単純平均値748円及び直近６ヶ月間の終値単純平均値733円を基に、対象者株式の１株

当たりの株式価値の範囲を731円から748円までと分析しております。 

   

   類似会社比較法では、対象者と比較的類似する事業を手掛ける上場会社の市場株価や収益等

を示す財務指標との比較を通じて、対象者株式の株式価値を算定し、対象者株式の１株当たり

の株式価値の範囲を1,040円から1,421円までと分析しております。 

   

   ＤＣＦ法では、公開買付者らにより確認された対象者の平成30年３月期から平成34年３月期

までの事業計画における収益や投資計画、対象者へのマネジメント・インタビュー、直近まで

の業績の動向、一般に公開された情報等の諸要素等を前提として、平成30年３月期以降に対象

者が創出すると見込まれるフリー・キャッシュ・フローを、一定の割引率で現在価値に割り引

いて対象者の企業価値や株式価値を分析し、対象者株式の１株当たりの株式価値の範囲を

1,071円から1,339円までと分析しております。 
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   公開買付者らは、野村證券から取得した本買付者株式価値算定書の算定結果に加え、平成29

年１月上旬から平成29年３月中旬までの期間において実施した一次的なデュー・ディリジェン

スの結果、過去の本公開買付けと同種の発行者以外の者による株券等の公開買付けの事例にお

いて買付け等の価格決定の際に付与されたプレミアムの実例、対象者株式の過去６ヶ月間にお

ける市場株価の動向、対象者取締役会による本公開買付けへの賛同の可否及び本公開買付けに

対する応募の見通し等を総合的に勘案し、対象者との協議・交渉の結果を踏まえ、平成29年５

月10日付で、本公開買付価格を１株当たり1,140円とすることを決定いたしました。その後、

公開買付者らは、平成29年８月７日付で、対象者の業況や本取引を取り巻く環境などに重大な

変更が見られないこと、対象者に対して平成29年６月下旬から平成29年７月下旬までの期間に

おいて追加的に実施したデュー・ディリジェンスにおいても対象者の企業価値に重大な影響を

与える事象は発見されなかったことなどを確認し、本公開買付価格を変更しないことを決定し

ております。 

   

   なお、本公開買付価格である１株当たり1,140円は、公開買付者プレスリリースの公表日の

前営業日である平成29年５月９日の対象者株式の東京証券取引所JASDAQ市場における終値743

円に対して53.43％、平成29年５月９日までの直近５営業日の終値単純平均値740円に対して

54.05％、平成29年５月９日までの直近１ヶ月間の終値単純平均値731円に対して55.95％、平

成29年５月９日までの直近３ヶ月間の終値単純平均値748円に対して52.41％及び平成29年５月

９日までの直近６ヶ月間の終値単純平均値733円に対して55.53％のプレミアムを加えた金額と

なります。 

   

   また、本公開買付価格である１株当たり1,140円は、本書提出日の前営業日である平成29年

８月７日の対象者株式の東京証券取引所JASDAQ市場における終値1,136円に対して0.35％のプ

レミアムを加えた金額となります。 

算定の経緯 （本公開買付価格の決定に至る経緯） 

   

   上記「３ 買付け等の目的」の「(2）本公開買付けの実施を決定するに至った背景、目的及

び意思決定の過程、並びに本公開買付け後の経営方針」に記載のとおり、公開買付者らと対象

者は、対象者グループの企業価値向上に向けた具体的な方策について複数回にわたる協議・検

討を重ねてまいりました。 

   そして、東レ、三井物産及び対象者が三位一体となって事業推進を図ることによって、経営

戦略遂行の迅速化、競争力の強化、人材の育成・登用の強化といった効果を期待することがで

き、もって対象者グループの企業価値向上を図ることが可能であるとの認識を共有するに至っ

たことから、公開買付者らは、平成29年５月10日付で、対象者の株主を公開買付者らのみとす

ることを目的として本公開買付けを実施することを決定し、以下の経緯により本公開買付価格

について決定いたしました。 

   

  （ⅰ）算定の際に意見を聴取した第三者の名称 

   公開買付者らは、本公開買付価格の決定にあたり、公開買付者ら及び対象者から独立し

た第三者算定機関である野村證券より提出された本買付者株式価値算定書を参考にいたし

ました。なお、野村證券は公開買付者ら及び対象者の関連当事者には該当せず、本公開買

付けを含む本取引に関して、重要な利害関係を有しておりません。また、公開買付者ら

は、野村證券から本公開買付価格の公正性に関する意見書（フェアネス・オピニオン）を

取得しておりません。 

   

  （ⅱ）当該意見の概要 

   野村證券は、市場株価平均法、類似会社比較法及びＤＣＦ法の各手法を用いて対象者株

式の株式価値の算定を行っており、各手法に基づいて算定された対象者株式の１株当たり

の株式価値の範囲は以下のとおりです。 

   

  市場株価平均法：731円～748円 

  類似会社比較法：1,040円～1,421円 

  ＤＣＦ法   ：1,071円～1,339円 
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  （ⅲ）当該意見を踏まえて買付価格を決定するに至った経緯 

   上記「算定の基礎」に記載のとおり、公開買付者らは、野村證券から平成29年５月９日

に取得した本買付者株式価値算定書の算定結果に加え、平成29年１月上旬から平成29年３

月中旬までの期間において実施した一次的なデュー・ディリジェンスの結果、過去の本公

開買付けと同種の発行者以外の者による株券等の公開買付けの事例において買付け等の価

格決定の際に付与されたプレミアムの実例、対象者株式の過去６ヶ月間における市場株価

の動向、対象者取締役会による本公開買付けへの賛同の可否及び本公開買付けに対する応

募の見通し等を総合的に勘案し、対象者との協議・交渉の結果等を踏まえ、平成29年５月

10日付で、本公開買付価格を１株当たり1,140円とすることを決定いたしました。その

後、公開買付者らは、平成29年８月７日付で、対象者の業況や本取引を取り巻く環境など

に重大な変更が見られないこと、対象者に対して平成29年６月下旬から平成29年７月下旬

までの期間において追加的に実施したデュー・ディリジェンスにおいても対象者の企業価

値に重大な影響を与える事象は発見されなかったことなどを確認し、本公開買付価格を変

更しないことを決定しております。 

   

  （本公開買付価格の公正性を担保するための措置及び利益相反を回避するための措置等、本公

開買付けの公正性を担保するための措置） 

   

   公開買付者ら及び対象者は、対象者が本書提出日現在において東レの連結子会社であり、か

つ三井物産の持分法適用会社であるとともに、公開買付者らの所有割合が、東レの特別関係者

であり、対象者の監査等委員である取締役であり、対象者の第４位株主の曽田義信氏が所有す

る対象者株式（367,350株、所有割合3.67％）と合わせて、68.71％であり、本公開買付けの開

始前においてすでに３分の２以上となっており、対象者における本公開買付けを含む本取引の

検討において構造的な利益相反状態が生じ得ることに鑑み、本公開買付価格の公正性の担保、

並びに本公開買付けを含む本取引に関する意思決定の過程における恣意性の排除及び利益相反

の回避の観点から、それぞれ以下のような措置を実施いたしました。なお、公開買付者らとし

ては、本公開買付けにおいては、いわゆる「マジョリティ・オブ・マイノリティ」（Majority 

of Minority）の買付予定数の下限を設定しておりませんが、公開買付者ら及び対象者におい

て以下の①ないし⑦の措置を講じていることから、対象者の少数株主の利益には十分な配慮が

なされていると考えております。 

   以下の記載のうち対象者において実施した措置等については、対象者プレスリリース及び対

象者から受けた説明に基づくものです。 

   

  ① 公開買付者らにおける独立した第三者算定機関からの株式価値算定書の取得 

   公開買付者らは、平成29年５月９日付で野村證券から本買付者株式価値算定書を取得し

ております。詳細については、上記「算定の基礎」をご参照ください。 

   

  ② 対象者プロジェクト・チームによる検討・協議・交渉等 

   対象者プレスリリースによれば、対象者は、上記のとおり本取引につき、構造的な利益

相反状態が生じ得ることに鑑み、対象者として本取引の検討を行うに当たり、対象者にお

ける意思決定過程の恣意性を排除し、その公正性、透明性及び客観性を確保することを目

的として、本取引に関して対象者と利益が相反するおそれがある取締役を除く取締役のう

ち３名の取締役（堂前明彦氏、白川俊文氏及び亀井暢之氏）を中心に構成される対象者プ

ロジェクト・チームを平成29年２月７日に設置したとのことです。そして、対象者プロジ

ェクト・チームは、本取引の諸条件等について公開買付者らとの間で複数回に亘る協議・

交渉を重ねるとともに、ＳＭＢＣ日興証券より取得した本対象者株式価値算定書及び西村

あさひ法律事務所から得た法的助言を踏まえつつ、本第三者委員会における検討及び本第

三者委員会から提出を受けた本答申書の内容を最大限尊重しながら、本取引に関する諸条

件について企業価値向上の観点から慎重に検討を行ったとのことです。 
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  ③ 対象者における独立した第三者算定機関からの株式価値算定書の取得 

   対象者プレスリリースによれば、対象者取締役会は、公開買付者らから提示された本公

開買付価格に関する対象者における意思決定過程の恣意性を排除し、本公開買付価格の公

正性を担保するために、対象者及び公開買付者らから独立した第三者算定機関としてのフ

ァイナンシャル・アドバイザーであるＳＭＢＣ日興証券に対し、対象者株式の株式価値の

算定を依頼し、本対象者株式価値算定書を取得したとのことです。ＳＭＢＣ日興証券は、

対象者及び公開買付者らの関連当事者には該当せず、本公開買付けを含む本取引に関し

て、重要な利害関係を有していないとのことです。 

   ＳＭＢＣ日興証券は、対象者からの依頼に基づき、対象者の事業の現状、将来の事業計

画等の開示を受けるとともに、それらに関する説明を受け、それらの情報を踏まえて対象

者株式の株式価値を算定したとのことです。なお、対象者は、ＳＭＢＣ日興証券から、本

公開買付価格の公正性に関する意見書（フェアネス・オピニオン）は取得していないとの

ことです。 

   

   ＳＭＢＣ日興証券は、対象者の財務状況、対象者の市場株価の動向等について検討を行った

上で、多面的に評価することが適切であると考え、複数の株式価値算定手法の中から対象者株

式の算定にあたり採用すべき算定手法を検討の上、対象者が継続企業であるとの前提の下、市

場株価法及びＤＣＦ法の各手法を用いて、対象者株式の価値を算定したとのことです。ＳＭＢ

Ｃ日興証券が上記各手法に基づき算定した対象者株式の１株当たりの株式価値の範囲はそれぞ

れ以下のとおりとのことです。 

   

  市場株価法：731円から748円 

  ＤＣＦ法 ：1,033円から1,272円 

   

   市場株価法では平成29年５月９日を基準日として、東京証券取引所JASDAQ市場における対象

者株式の直近１ヶ月の終値単純平均値731円、直近３ヶ月の終値単純平均値748円を基に、対象

者株式の１株当たりの株式価値の範囲を731円から748円までと分析したとのことです。 

  ＤＣＦ法では対象者が作成した平成30年３月期から平成34年３月期までの事業計画、一般に公

開された情報等の諸要素を前提として、対象者が平成30年３月期以降生み出すと見込まれるフ

リー・キャッシュ・フローを一定の割引率で現在価値に割り引いて対象者の企業価値や株式価

値を分析し、対象者株式の１株あたりの価値を1,033円～1,272円までと分析したとのことで

す。なお、割引率は3.6％～4.6％を採用しており、継続価値の算定にあたってはマルチプル法

を採用し、企業価値／ＥＢＩＴＤＡ倍率を3.1倍～4.1倍として算定したとのことです。 

  ＳＭＢＣ日興証券がＤＣＦ法による分析に用いた対象者作成の事業計画においては、平成31年

３月期及び平成32年３月期において、海外事業の堅調な成長に加え、国内事業の主力である調

合香料事業の売上拡大等により、前期比で大幅な増益となることを見込んでいるとのことで

す。 

   なお、本取引の実行により実現することが期待されるシナジー効果については、現時点にお

いて具体的に見積もることが困難であるため、以下の財務予測には加味していないとのことで

す。なお、ＤＣＦ法で算定の前提とした対象者の財務予測の具体的な数値は以下のとおりとの

ことです。 

   

 
 

（単位：百万円） 
 

 
平成30年 
３月期 

平成31年 
３月期 

平成32年 
３月期 

平成33年 
３月期 

平成34年 
３月期 

売上高 14,645 15,128 15,888 16,539 17,081

営業利益 452 623 1,156 1,383 1,622

EBITDA 1,203 1,405 1,830 2,098 2,425

フリー・キャッシュ・フ

ロー 
865 255 415 639 946
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   対象者取締役会は、平成29年５月10日開催の取締役会から平成29年８月７日時点までの状況

を考慮しても、本対象者株式価値算定書に影響を与える前提事実に大きな変更はなく、本対象

者株式価値算定書は引き続き有効であると考えているとのことです。 

   

  ④ 対象者における独立した第三者委員会の設置 

   対象者プレスリリースによれば、対象者は、本公開買付価格の公正性の担保、及び本公

開買付けを含む本取引に関する対象者の意思決定過程における恣意性を排除し、その公正

性、透明性及び客観性を確保することを目的として、平成29年２月７日、対象者及び公開

買付者らから独立した、外部の有識者である中野竹司氏（石澤・神・佐藤法律事務所／弁

護士・公認会計士）、笠野さち子氏（霞門綜合法律事務所／弁護士）及び渋佐寿彦氏（虎

ノ門有限責任監査法人 理事長／公認会計士）の３名から構成される本第三者委員会を設

置し（なお、本第三者委員会の委員は設置当初から変更しておりません。）、本第三者委

員会に対し(a)本取引の目的は正当性・合理性を有するか（本取引が対象者の企業価値向

上に資するかを含む。）、(b)本取引の取引条件（本公開買付価格を含む。）の公正性・

妥当性が確保されているか、(c)本取引に係る手続の公正性が確保されているか、(d)本取

引は対象者の少数株主にとって不利益なものでないか、並びに(e)対象者取締役会が本公

開買付けに賛同意見を表明すること及び対象者の株主に対して本公開買付けへの応募を推

奨することの是非を諮問し（以下、上記(a)ないし(e)の事項を「本諮問事項」といいま

す。）、これらの点についての答申書を対象者取締役会に対して提出することを嘱託した

とのことです。本第三者委員会は、平成29年２月17日から平成29年５月９日までの間に合

計12回開催され、本諮問事項についての協議及び検討を行ったとのことです。 

   具体的には、本第三者委員会は、本諮問事項の検討にあたり、まず対象者より提出され

た各資料に基づき、公開買付者らの提案内容、本取引の目的、本取引の内容、本取引によ

り向上することが見込まれる対象者の企業価値の具体的内容、本取引の諸条件等について

説明を受けるとともに、これらに関する質疑応答を行い、公開買付者らからも同様の事項

について説明を受け、これらの点に関する質疑応答を行ったとのことです。 

   また、本第三者委員会は、対象者から事業計画について説明を受け、質疑応答を行った

とのことです。 

   さらに、本第三者委員会は、ＳＭＢＣ日興証券から、同社が対象者に対して提出した本

対象者株式価値算定書に基づき、対象者株式の株式価値の算定に関する説明を受け、質疑

応答を行ったとのことです。 

   本第三者委員会はそれぞれの説明や質疑応答の内容を踏まえ、対象者の企業価値の向上

の観点から慎重に検討を重ねたとのことです。 

   かかる検討の結果、本第三者委員会は、平成29年５月９日に、本諮問事項につき、概

要、以下の内容の平成29年５月答申書を対象者取締役会に対して提出したとのことです。 

  (a）対象者は、国内香料市場では成熟化、競合他社との競争激化等により、厳しい状況が

続いている中で、業界再編に応じた戦略的Ｍ＆Ａの検討、新たな商流の創出、国内顧

客の海外進出に合わせた海外販売の強化等の経営課題を抱え、これらの施策を実行す

るためには、工場の効率化、近代化を進めるとともに、上記各経営課題を解決するた

めの経営人材の確保を要するところ、本取引により、東レの有する化学メーカーとし

ての技術的知見及び子会社経営のノウハウ等が積極的に投入され、また、三井物産に

よる海外展開を中心とする販路拡大の支援がより積極的に推進されることが見込ま

れ、公開買付者らによるこれらの支援は、対象者の経営課題の解消に一定の貢献を果

たすものと認められること、また、非上場化により、対象者は、短期的な業績動向に

影響されることなく、また、少数株主を株価変動のリスクに晒すことなく、リスクを

伴う機動的・抜本的な経営判断が容易になること等からすると、本取引は、対象者の

企業価値の向上に資する可能性が認められ、その目的は正当性・合理性を有すると思

料する。 
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  (b）(ⅰ)対象者及び公開買付者らから独立した第三者算定機関であるＳＭＢＣ日興証券か

ら取得した本対象者株式価値算定書によれば、対象者株式１株当たりの株式価値は、

市場株価法で731円から748円、ＤＣＦ法で1,033円から1,272円とされているところ、

本公開買付価格（１株1,140円）は、ＳＭＢＣ日興証券による株式価値算定結果のレ

ンジの範囲内の金額であって、かつ、ＳＭＢＣ日興証券による算定手法等についての

説明、対象者及び公開買付者らに対する対象者の事業計画を含む算出根拠等について

のヒアリングの結果等からすると、ＳＭＢＣ日興証券による株式価値の算定手法及び

その結果は十分に合理的なものであること、(ⅱ)対象者プロジェクト・チームが平成

29年３月上旬に公開買付者らより本取引の条件等に係る初期的な提案を受けた後、本

公開買付価格を含む本取引の諸条件等について公開買付者らとの間で複数回に亘る協

議・交渉を重ね、最終的にＳＭＢＣ日興証券による株式価値算定結果のレンジの範囲

内の金額で合意しており、かかる合意形成プロセスは、独立した第三者間の取引と同

等の手続であると認められ、また少数株主の利益にも十分配慮した手続となってお

り、最終的に合意された本公開買付価格（その他、完全子会社化の取引条件も含

む。）は十分に透明性、公正性があるものと判断されること、(ⅲ)本公開買付価格

は、平成29年５月答申書提出日の終値743円に対して約53％のプレミアムが付された

ものとなっているところ、類似の取引事例から見ても、かかるプレミアム水準は少数

株主にとって不利なものではなく、十分に合理的であること等からすると、本取引の

取引条件の公正性・妥当性は十分に確保されていると思料する。 

  (c）(ⅰ)対象者は、本取引に関する提案を検討するための諮問機関として本第三者委員会

を設置し、取締役会において本第三者委員会作成の平成29年５月答申書の内容につい

て最大限尊重する旨決議するとともに、対象者プロジェクト・チームにおいては、本

第三者委員会における検討結果を最大限尊重しながら、本取引の諸条件等に関する本

公開買付者らとの間での複数回に亘る協議・交渉を重ね、本取引に関する諸条件につ

いて検討しており、本第三者委員会の意見が十分に尊重されていること、(ⅱ)対象者

は、対象者及び公開買付者らから独立したファイナンシャル・アドバイザー及び第三

者算定機関としてＳＭＢＣ日興証券を、リーガル・アドバイザーとして西村あさひ法

律事務所を、それぞれ選任し、本取引に関する諸条件等についての公開買付者らとの

間の協議・交渉及び検討に際して、独立した専門家からのアドバイスを取得している

こと、(ⅲ)対象者は、対象者及び公開買付者らから独立した第三者算定機関としての

ファイナンシャル・アドバイザーであるＳＭＢＣ日興証券に対し、対象者の株式価値

の算定を依頼し、本対象者株式価値算定書を取得していること、(ⅳ)公開買付者ら

は、対抗的な買付けの機会を確保するため、本公開買付けにおける買付け等の期間

（以下「公開買付期間」といいます。）を法令に定められた最短期間である20営業日

でなく、30営業日としており、株主の適切な判断機会の確保に資するものと評価でき

ること、(ⅴ)本公開買付けにおいては、買付予定数の下限を設定していないものの、

対象者及び公開買付者らにおいて上記(ⅰ)ないし(ⅳ)の各措置を講じていることか

ら、少数株主の利益には十分な配慮がなされていること等からすると、本取引に係る

手続の公正性は確保されていると思料する。なお、対象者は、平成29年２月７日に特

別利益及び特別損失に関する適時開示を行っているが、これは業績の下方修正をもた

らすものではなく、これにより特段異常な株価変動も観察されなかったことからする

と、当該適時開示は上記判断に影響を及ぼすものではない。 

  (d）上記のとおり、本取引の目的は正当性・合理性を有し、本取引の取引条件は公正性・

妥当性が確保されており、また本取引に係る手続の公正性も確保されていることか

ら、本取引は対象者の少数株主にとって不利益なものとはいえないと思料する。 

  (e）本取引は対象者の企業価値の向上に資すると考えられることから、対象者取締役会が

本公開買付けに賛同意見を表明することは妥当であり、また本取引の取引条件は公正

性・妥当性が確保されており、本取引に係る手続の公正性も確保されていることか

ら、対象者取締役会が対象者の株主に対して本公開買付けへの応募を推奨することも

妥当と思料する。 
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   また、対象者は、平成29年７月下旬に、公開買付者らから、日本及び中国の競争法に基

づき必要な手続及び対応が完了し、欧州の競争法に基づき必要な手続及び対応が完了する

見込みであるとの連絡を受け、本第三者委員会に対して、平成29年５月答申書に記載され

た意見に変更がないか否か検討し、対象者取締役会に対し、変更がない場合にはその旨、

変更がある場合には変更後の意見を述べるよう諮問したとのことです。本第三者委員会

は、上記諮問事項に対して検討を行った結果、対象者の業況や本取引を取り巻く環境など

に重大な変化が見られないこと、本対象者株式価値算定書の前提となった対象者の事業計

画の変更を要する事業環境の変化等も見られないこと、平成29年５月10日開催の対象者取

締役会以降の手続についても公正性が確保されていることなどを確認し、平成29年８月４

日に対象者取締役会に対して、平成29年５月答申書に記載された意見に変更がない旨の平

成29年８月答申書を提出したとのことです。 

   

  ⑤ 対象者における独立した法律事務所からの助言 

   対象者プレスリリースによれば、対象者は、本公開買付けを含む本取引に関する対象者

の意思決定過程における恣意性を排除し、その公正性、透明性及び客観性を確保するた

め、対象者及び公開買付者らから独立したリーガル・アドバイザーである西村あさひ法律

事務所から、本公開買付けに対する意見表明に関する意思決定過程、意思決定方法その他

の留意点について、法的助言を受けたとのことです。なお、西村あさひ法律事務所は、対

象者及び公開買付者らの関連当事者には該当せず、本公開買付けを含む本取引に関して、

重要な利害関係を有していないとのことです。 

   

  ⑥ 対象者における利害関係を有しない取締役全員の承認 

   対象者プレスリリースによれば、対象者取締役会は、ＳＭＢＣ日興証券より取得した本

対象者株式価値算定書の内容及び西村あさひ法律事務所からの法的助言、本第三者委員会

から提出を受けた平成29年５月答申書、並びに対象者プロジェクト・チームにおける協

議・検討等を踏まえ、本公開買付けを含む本取引は、対象者の企業価値向上に資するもの

であり、かつ、対象者株主の皆様に対して合理的なプレミアムを付した価格での株式売却

の機会を提供するものであると判断したとのことです。判断過程の詳細について、上記

「３ 買付け等の目的」の「(2）本公開買付けの実施を決定するに至った背景、目的及び

意思決定の過程、並びに本公開買付け後の経営方針」の「③ 対象者が本公開買付けに賛

同するに至った意思決定の経緯及び理由」をご参照ください。そこで、対象者は、平成29

年５月10日開催の対象者取締役会において、当該時点の代表取締役である澤田定秀氏並び

に取締役である岡村一也氏及び当該時点の取締役である枡田章吾氏を除く７名全ての取締

役が出席の下、その全員一致で、平成29年５月10日時点における対象者の意見として、本

公開買付けが開始された場合には、本公開買付けに賛同の意見を表明するとともに、対象

者の株主の皆様に対して、本公開買付けに応募することを推奨する旨の決議をしたとのこ

とです。 

   また、公開買付者プレスリリースにおいて、本公開買付けは日本並びに欧州及び中国の

競争法に基づき必要な手続及び対応が完了すること等一定の事項を条件として開始され、

国内外の競争当局における手続等に要する期間を正確に予想することが困難な状況である

とされていた点に鑑み、対象者は、上記取締役会において、本第三者委員会に対して、本

公開買付けが開始される際に、平成29年５月答申書に記載された意見に変更がないか否か

検討し、対象者取締役会に対し、変更がない場合にはその旨、変更がある場合には変更後

の意見を述べるよう諮問すること、及び本公開買付けが開始される時点で、改めて本公開

買付けに関する意見表明を行うことを併せて決議したとのことです。 

   さらに、今般、対象者は本公開買付けの開始にあたり、本答申書等の内容も踏まえ本公

開買付けに関する諸条件について改めて慎重に検討したとのことです。その上で、対象者

は、対象者においても平成29年５月10日開催の取締役会以降平成29年８月７日時点までの

対象者の業況や本取引を取り巻く環境などに重大な変化が見られないことなどを確認し、

ＳＭＢＣ日興証券より取得した本対象者株式価値算定書に影響を与える前提事実に大きな

変更もないことから、平成29年８月７日においても本公開買付けに関する判断を変更する

要因はないと考え、平成29年８月７日付の取締役会決議により、改めて本公開買付けに賛

同の意見を表明するとともに、対象者の株主の皆様に対して、本公開買付けに応募するこ

とを推奨する旨の決定をしたとのことです。 
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   なお、対象者の現取締役である深澤徹氏は、東レの取締役を兼務していること、対象者

の元取締役である枡田章吾氏は、東レの取締役を兼務していたこと、また、対象者の元代

表取締役である澤田定秀氏、現代表取締役である石村昭彦氏、現取締役である岡村一也氏

及び現取締役である加藤順一氏は、公開買付者らの役職員との兼務関係はないものの、過

去に東レ又は三井物産において対象者の事業と関連性の高い部門において役員ないしそれ

に次ぐ要職（澤田定秀氏につき元東レケミカル事業部門長、岡村一也氏につき元三井物産

執行役員基礎化学品本部長）にあったこと又は東レにおいて直近まで役職員（石村昭彦氏

につき平成29年６月まで東レ常任理事、加藤順一氏につき平成29年３月まで東レ工務第２

部長）であったことに鑑み、それぞれ利益相反の疑いを回避する観点から、念のため、本

取引に関連して開催された全ての取締役会について、その審議及び決議には一切参加して

おらず、また、対象者の立場において公開買付者らとの協議・交渉には一切参加していな

いとのことです。 

   

  ⑦ 他の買付者からの買付機会を確保するための措置 

   公開買付者らは、公開買付期間について、法令に定められた最短期間が20営業日である

ところ、30営業日としております。公開買付者らは、公開買付期間を比較的長期間に設定

することにより、対象者の株主の皆様に本公開買付けに対する応募について適切な判断機

会を確保しつつ、公開買付者ら以外にも対象者株式の買付け等を行う機会を確保し、もっ

て本公開買付価格の適正性を担保することを企図しております。さらに、公開買付者らと

対象者は、対象者が対抗的買収提案者と接触することを禁止するような取引保護条項を含

む合意等、当該対抗的買収提案者が対象者との間で接触等を行うことを制限するような内

容の合意は一切行っておりません。このように、上記公開買付期間の設定と併せ、対抗的

な買付けの機会が確保されることにより、本公開買付けの公正性の担保に配慮しておりま

す。 

 

（３）【買付予定の株券等の数】

買付予定数 買付予定数の下限 買付予定数の上限 

3,494,981（株） ―（株） ―（株） 

 （注１） 本公開買付けにおいては、買付予定数の上限及び下限を設定しておりませんので、応募株券等の全部の買付

け等を行います。買付予定数は本公開買付けにより公開買付者らが取得する対象者株式の最大数

（3,494,981株）を記載しており、当該最大数は、対象者平成30年３月期第１四半期決算短信に記載された

平成29年６月30日現在の発行済株式数（10,000,000株）から公開買付者らが所有する株式数（6,501,250

株）及び対象者平成30年３月期第１四半期決算短信に記載された平成29年６月30日現在対象者が所有する自

己株式数（3,769株）を控除したものになります。 

 （注２） 単元未満株式も本公開買付けの対象としております。なお、会社法に従って株主による単元未満株式買取請

求権が行使された場合には、対象者は法令の手続に従い公開買付期間中に自己の株式を買い取ることがあり

ます。 

 （注３） 本公開買付けを通じて、対象者が所有する自己株式を取得する予定はありません。 

 （注４） 公開買付者らは、本取引を通じて、最終的に、対象者に対する東レの議決権保有比率を66％、三井物産の議

決権保有比率を34％とすることを想定していることから、(a)応募株券等の総数が1,000,626株以下の場合に

は、応募株券等の総数の全部について三井物産が買付け等を行うこととし、(b)応募株券等の総数が

1,000,626株を超える場合には、応募株券等の総数のうち、1,000,626株までについては、三井物産が買付け

等を行い、1,000,626株を超える数については、うち３分の２（小数点以下切捨て）を東レが、うち３分の

１（小数点以下切上げ）を三井物産が、それぞれ買付け等を行います。 
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５【買付け等を行った後における株券等所有割合】

区分 議決権の数 

買付予定の株券等に係る議決権の数（個）(a) 34,949 

ａのうち潜在株券等に係る議決権の数（個）(b) － 

ｂのうち株券の権利を表示する株券等信託受益証券及び株券等預託証券に係る議決権

の数（個）(c) 
－ 

公開買付者の所有株券等に係る議決権の数（平成29年８月８日現在）（個）(d) 65,012 

ｄのうち潜在株券等に係る議決権の数（個）(e) － 

ｅのうち株券の権利を表示する株券等信託受益証券及び株券等預託証券に係る議決権

の数（個）(f) 
－ 

特別関係者の所有株券等に係る議決権の数（平成29年８月８日現在）（個）(g) 3,802 

ｇのうち潜在株券等に係る議決権の数（個）(h) － 

ｈのうち株券の権利を表示する株券等信託受益証券及び株券等預託証券に係る議決権

の数（個）(i) 
－ 

対象者の総株主等の議決権の数（平成29年６月30日現在）（個）(j) 99,956 

買付予定の株券等に係る議決権の数の総株主等の議決権の数に占める割合 

(a／j)（％） 
34.96 

買付け等を行った後における株券等所有割合 

((a＋d＋g)／(j＋(b－c)＋(e－f)＋(h－i))×100)（％） 
100.00 

 （注１） 「買付予定の株券等に係る議決権の数（個）(a)」は、本公開買付けにおける買付予定の株券等の数に係る

議決権の数を記載しております。

 （注２） 「特別関係者の所有株券等に係る議決権の数（平成29年８月８日現在）（個）(g)」は、各特別関係者（た

だし、特別関係者のうち法第27条の２第１項各号における株券等所有割合の計算において府令第３条第２項

第１号に基づき特別関係者から除外される者（以下「小規模所有者」といいます。）及び公開買付者らを除

きます。）が所有する株券等（ただし、対象者が所有する自己株式を除きます。）に係る議決権の数の合計

を記載しております。なお、特別関係者の所有株券等（ただし、相互に特別関係者に該当する公開買付者ら

自身が所有する対象者株式及び対象者が所有する自己株式を除きます。）も本公開買付けの対象としている

ため、「買付け等を行った後における株券等所有割合」の計算においては、「特別関係者の所有株券等に係

る議決権の数（平成29年８月８日現在）（個）(g)」は分子に加算しておりません。

 （注３） 「対象者の総株主等の議決権の数（平成29年６月30日現在）（個）(j)」は、対象者が平成29年８月４日に

提出した第46期第１四半期報告書に記載された平成29年６月30日現在の総株主の議決権の数（１単元の株式

数を100株として記載されたもの）です。ただし、単元未満株式も本公開買付けの対象としているため、

「買付予定の株券等に係る議決権の数の総株主等の議決権の数に占める割合」及び「買付け等を行った後に

おける株券等所有割合」の計算においては、対象者平成30年３月期第１四半期決算短信に記載された平成29

年６月30日現在の発行済株式総数10,000,000株から、対象者平成30年３月期第１四半期決算短信に記載され

た平成29年６月30日現在対象者が所有する自己株式数（3,769株）を控除した株式数（9,996,231株）に係る

議決権数（99,962個）を基に計算しております。

 （注４） 「買付予定の株券等に係る議決権の数の総株主等の議決権の数に占める割合」及び「買付け等を行った後に

おける株券等所有割合」については、小数点以下第三位を四捨五入しております。
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６【株券等の取得に関する許可等】

（１）【株券等の種類】

普通株式

 

（２）【根拠法令】

① 私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律

 三井物産は、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和22年法律第54号。その後の改正を含みま

す。以下「独占禁止法」といいます。）第10条第２項に基づき、公正取引委員会に対し、本公開買付けによる対

象者株式の取得（以下「本株式取得」といいます。）に関する計画をあらかじめ届け出なければならず（以下、

当該届出を「事前届出」といいます。）、同条第８項により事前届出受理の日から原則として30日（短縮される

場合もあります。）を経過するまでは対象者株式を取得することができません（以下、株式の取得が禁止される

当該期間を「取得禁止期間」といいます。）。

 また、独占禁止法第10条第１項は、一定の取引分野における競争を実質的に制限することとなる他の会社の株

式の取得行為を禁止しており、公正取引委員会はこれに違反する行為を排除するために必要な措置を命ずること

ができます（同法第17条の２第１項。以下「排除措置命令」といいます。）。上記の事前届出が行われた場合

で、公正取引委員会が排除措置命令を発令するときは、公正取引委員会は、当該排除措置命令の名宛人となるべ

き者について意見聴取を行わなければならず（同法第49条）、意見聴取を行うにあたっては、予定する排除措置

命令の内容等を名宛人に通知しなければなりませんが（同法第50条第１項。以下「排除措置命令の事前通知」と

いいます。）、株式取得に関する排除措置命令の事前通知は、一定の期間（上記事前届出が受理された日から原

則30日間ですが、延長又は短縮される場合もあります。以下「措置期間」といいます。）内に行うこととされて

います（同法第10条第９項）。なお、公正取引委員会は、排除措置命令の事前通知をしないこととした場合、そ

の旨の通知（以下「排除措置命令を行わない旨の通知」といいます。）をするものとされております（私的独占

の禁止及び公正取引の確保に関する法律第９条から第16条までの規定による認可の申請、報告及び届出等に関す

る規則（昭和28年公正取引委員会規則第１号）第９条）。

 三井物産は、本株式取得に関して、平成29年５月９日に公正取引委員会に対して事前届出を行っており、同日

受理され、平成29年５月24日付で排除措置命令を行わない旨の通知を公正取引委員会より受領したため、措置期

間は同日をもって終了しております。また、本株式取得に関しては、平成29年６月８日の経過をもって、取得禁

止期間は終了しております。

 

② 中国独占禁止法 

 公開買付者らは、中国の独占禁止法に基づき、中華人民共和国商務部（以下「中国商務部」といいます。）に

対し、本株式取得の前に、本株式取得に関する事前届出を行う必要があります。中国商務部は、当該届出が受理

された日から30日の審査期間内に、本株式取得を承認するか、より詳細な審査（以下「詳細審査」といいま

す。）を行うかの決定を行います。中国商務部が詳細審査を行う旨を決定した場合は、その日から90日以内の審

査期間（但し、当該審査期間は最長60日延長される場合があります。）内に中国商務部が本株式取得を承認した

とき、公開買付者らは本株式取得を実行することができます。

 なお、本株式取得についての事前届出は、平成29年５月26日（現地時間）付で中国商務部に提出され平成29年

６月27日（現地時間）付で受理されております。その後、中国商務部から、平成29年７月17日（現地時間）付で

詳細審査を行わない旨決定する文書が発出されました。公開買付者らは、平成29年７月18日に当該文書を受領

し、同日付で本株式取得の承認がなされたことを確認しております。

 

③ 欧州連合競争法 

 公開買付者らは、平成16年１月20日付理事会規則2004年第139号に基づき、欧州委員会に対し、本株式取得の

前に、本株式取得に関する事前届出を行う必要があります。欧州委員会が、本株式取得を承認した場合又は正式

決定を行うことなく法定審査期間（原則として届出日から25営業日（欧州における営業日）ですが、延長される

場合もあります。）を満了した場合に、公開買付者らは本株式取得の実行により取得した株式の議決権を行使す

ることができます。

 なお、本株式取得についての事前届出は、平成29年５月17日（現地時間）付で欧州委員会に提出され、平成29

年６月29日（現地時間）付で受理されております。その後、平成29年７月24日（現地時間）付で、欧州委員会か

ら本株式取得を承認する文書が発出されました。公開買付者らは、平成29年７月26日に当該通知を受領し、同日

付で本株式取得の承認がなされたことを確認しております。
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（３）【許可等の日付及び番号】

国又は地域名 許可等をした機関の名称 許可等の日付（現地時間） 許可等の番号 

日本 公正取引委員会 

平成29年５月24日（排除措置

命令を行わない旨の通知を受

けたことによる） 

公経企第351号（排除措置命

令を行わない旨の通知書の番

号） 

中国 中華人民共和国商務部 平成29年７月17日 
商反壟初審函［2017］第177

号 

欧州 欧州委員会 平成29年７月24日 C（2017）5345-M.8498 

 

７【応募及び契約の解除の方法】

（１）【応募の方法】

① 公開買付代理人

野村證券株式会社  東京都中央区日本橋一丁目９番１号 

 

② 本公開買付けに係る株券等の買付け等の申込みに対する承諾又は売付け等の申込みをする方（以下「応募株主

等」といいます。）は、公開買付代理人の本店又は全国各支店において、所定の「公開買付応募申込書」に所要

事項を記載のうえ、公開買付期間末日の15時30分までに応募してください。応募の際には、ご印鑑、マイナンバ

ー（個人番号）又は法人番号、本人確認書類等が必要になる場合があります。（注１） 

 野村ホームトレード（公開買付代理人の本店又は全国各支店に口座をお持ちのお客様専用のオンラインサービ

ス）による応募に関しては、野村ホームトレード（https://hometrade.nomura.co.jp/）にて公開買付期間末日

の15時30分までに手続きを行ってください。なお、野村ホームトレードによる応募には、応募株主等が公開買付

代理人に設定した応募株主等名義の口座（以下「応募株主等口座」といいます。）における野村ホームトレード

のご利用申込みが必要です。（注２） 

 野 村 ネ ッ ト ＆ コ ー ル に お け る 応 募 に 関 し て は 、 野 村 ネ ッ ト ＆ コ ー ル の ウ ェ ブ サ イ ト

（https://netcall.nomura.co.jp/）にて公開買付期間末日の15時30分までに手続きを行っていただくか、又は

所定の「公開買付応募申込書」を野村ネット＆コール カスタマーサポートまでご請求いただき、所要事項を記

載のうえ野村ネット＆コール宛に送付してください。「公開買付応募申込書」は公開買付期間末日の15時30分ま

でに野村ネット＆コールに到着することを条件とします。野村ネット＆コールにおける応募には、野村ネット＆

コール口座の開設が必要です。 

 

③ 株券等の応募の受付にあたっては、応募株主等口座に、応募する予定の株券等が記録されている必要がありま

す。そのため、応募する予定の株券等が、公開買付代理人以外の金融商品取引業者等に設定された口座に記録さ

れている場合（対象者の特別口座の口座管理機関であるみずほ信託銀行株式会社に設定された特別口座に記録さ

れている場合を含みます。）は、応募に先立ち、応募株主等口座への振替手続きを完了していただく必要があり

ます。 

 

④ 本公開買付けにおいては、公開買付代理人以外の金融商品取引業者を経由した応募の受付は行われません。 

 

⑤ 外国の居住者であり、公開買付代理人にお取引可能な口座をお持ちでない株主等（法人株主等を含みます。以

下「外国人株主等」といいます。）の場合、日本国内の常任代理人を通じて応募してください。野村ホームトレ

ードにおいては、外国の居住者は応募できません。野村ネット＆コールにおいては、外国人株主等からの応募の

受付は行いません。 

 

⑥ 居住者である個人株主の場合、公開買付けにより売却された株券等に係る売却代金と取得費との差額は、原則

として株式等の譲渡所得等に関する申告分離課税の適用対象となります。（注３） 

 

⑦ 応募株券等の全部の買付けが行われないこととなった場合、買付けの行われなかった株券等は応募株主等に返

還されます。 

 

（注１） ご印鑑、マイナンバー（個人番号）又は法人番号、本人確認書類等について 

公開買付代理人である野村證券株式会社に新規に口座を開設する場合、ご印鑑が必要となるほか、マイ

ナンバー（個人番号）又は法人番号及び本人確認書類等が必要になります。また、既に口座を有してい

る場合であっても、住所変更、取引店変更、税務に係る手続き等の都度、マイナンバー（個人番号）又

は法人番号及び本人確認書類等が必要な場合があります。なお、マイナンバー（個人番号）を確認する
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ために提出する書類により、必要となる本人確認書類が異なります。マイナンバー（個人番号）又は法

人番号を確認するための書類及び本人確認書類の詳細につきましては、公開買付代理人にお尋ねくださ

い。 

 

・個人の場合 

マイナンバー（個人番号）提供時の必要書類 

マイナンバー（個人番号）の提供に際しては、所定の「マイナンバー提供書」のほか、［１］マイナ

ンバー（個人番号）を確認するための書類と、［２］本人確認書類が必要です。 

［１］マイナンバー（個人番号）を確認するための書類 

個人番号カード、通知カード、マイナンバー（個人番号）の記載された住民票の写し、マイナ

ンバー（個人番号）の記載された住民票記載事項証明書、のいずれか１点が必要です。 

［２］本人確認書類 

マイナンバー（個人番号）を確認するための書類 必要な本人確認書類 

個人番号カード 不要 

通知カード 
［Ａ］のいずれか１点、又は［Ｂ］のうち

２点 

マイナンバー（個人番号）の記載された住民票の写し 
［Ａ］又は［Ｂ］のうち、「住民票の写

し」「住民票記載事項証明書」以外の１点 マイナンバー（個人番号）の記載された住民票記載事

項証明書 

［Ａ］顔写真付の本人確認書類 

・有効期間内の原本のコピーの提出が必要 

旅券（パスポート）、運転免許証、運転経歴証明書、身体障害者手帳、精神障害者保健福

祉手帳、療育手帳、在留カード、特別永住者証明書 

［Ｂ］顔写真のない本人確認書類 

・発行から６ヶ月以内の原本又はコピーの提出が必要 

住民票の写し、住民票の記載事項証明書、印鑑登録証明書 

・有効期間内の原本のコピーの提出が必要 

健康保険証（各種）、国民年金手帳（氏名・住所・生年月日の記載があるもの）、福祉手

帳（各種） 

※本人確認書類（原本・コピー）は、以下２点を確認できる必要があります。 

①本人確認書類そのものの有効期限 ②申込書に記載された住所・氏名・生年月日 

※コピーの場合は、あらためて原本の提示をお願いする場合があります。 

※野村證券株式会社より本人確認書類の記載住所に「取引に係る文書」を郵送し、ご本人

様の確認をさせていただきます。 

※新規口座開設、住所変更等の各種手続きに係る本人確認書類を提出いただく場合、口座

名義人様の本人確認書類に限りマイナンバー（個人番号）の提供に必要な書類を兼ねる

ことができます（同じものを２枚以上提出いただく必要はありません。）。 

 

・法人の場合 

登記簿謄本、官公庁から発行された書類等の本人確認書類が必要になります。 

※本人特定事項 ①名称 ②本店又は主たる事務所の所在地 

※法人自体の本人確認に加え、代表者もしくは代理人・取引担当者個人（契約締結の任に当たる者）

の本人確認が必要となります。 

法人番号の提供に際しては、法人番号を確認するための書類として、「国税庁 法人番号公表サイ

ト」で検索した結果画面を印刷したもの又は「法人番号指定通知書」のコピーが必要となります。ま

た、所定の「法人番号提供書」が必要となる場合があります。 

 

・外国人（居住者を除きます。）、外国に本店又は主たる事務所を有する法人の場合 

日本国政府の承認した外国政府又は権限ある国際機関の発行した書類その他これに類するもので、居

住者の本人確認書類に準じるもの等の本人確認書類が必要になります。 
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野村ネット＆コールにおいて応募する場合で、新規に口座を開設する場合には、野村ネット＆コールの

ウェブサイト（https://netcall.nomura.co.jp/）、又は野村ネット＆コール カスタマーサポートま

で口座開設キットをご請求いただき、お手続きください。口座開設には一定の期間を要しますので、必

要な期間等をご確認いただき、お早めにお手続きください。 

 

（注２） 野村ホームトレードのご利用には、お申込みが必要です。野村ホームトレードのお申込みについては以

下ご参照ください。野村ホームトレードをお申込み後、パスワードがご登録住所に到着するまで約１週

間かかりますのでお早めにお手続きください。公開買付期間末日近くである場合は、お取引店からの応

募申込みの方がお手続きに時間を要しません。 

 

・個人の場合：野村ホームトレードのログイン画面より新規申込を受付しております。もしくは、お取

引店又は野村コールセンターまでご連絡ください。 

 

・法人の場合：お取引店までご連絡ください。なお、法人の場合は代理人等のご登録がない法人に限り

野村ホームトレードによる応募が可能です。 

 

（注３） 株式等の譲渡所得等に関する申告分離課税について（個人株主の場合） 

個人株主の方につきましては、株式等の譲渡所得等には原則として申告分離課税が適用されます。税務

上の具体的なご質問等は税理士等の専門家にご相談いただき、ご自身でご判断いただきますようお願い

します。 

 

（２）【契約の解除の方法】

 応募株主等は、公開買付期間中においては、いつでも公開買付けに係る契約を解除することができます。契

約の解除をする場合は、公開買付期間末日の15時30分までに下記に指定する者の応募の受付を行った本店又は

全国各支店に、公開買付けに係る契約の解除を行う旨の書面（以下「解除書面」といいます。）を交付又は送

付してください。ただし、送付の場合は、解除書面が公開買付期間末日の15時30分までに到達することを条件

とします。

 野 村 ホ ー ム ト レ ー ド で 応 募 さ れ た 契 約 の 解 除 は 、 野 村 ホ ー ム ト レ ー ド

（https://hometrade.nomura.co.jp/）上の操作又は解除書面の交付もしくは送付により行ってください。野

村ホームトレード上の操作による場合は当該画面上に記載される方法に従い、公開買付期間末日の15時30分ま

でに解除手続きを行ってください。なお、お取引店で応募された契約の解除に関しては、野村ホームトレード

上の操作による解除手続きを行うことはできません。解除書面の交付又は送付による場合は、予め解除書面を

お取引店に請求したうえで、公開買付期間末日の15時30分までにお取引店に交付又は送付してください。ただ

し、送付の場合は、解除書面が公開買付期間末日の15時30分までに到達することを条件とします。

 野村ネット＆コールにおいて応募された契約の解除は、野村ネット＆コールのウェブサイト

（https://netcall.nomura.co.jp/）上の操作又は解除書面の送付により行ってください。野村ネット＆コー

ルのウェブサイト上の操作による場合は当該ウェブサイトに記載される方法に従い、公開買付期間末日の15時

30分までに解除手続きを行ってください。解除書面の送付による場合は、予め解除書面を野村ネット＆コール 

カスタマーサポートに請求したうえで、野村ネット＆コール宛に送付してください。野村ネット＆コールにお

いても、解除書面が公開買付期間末日の15時30分までに到着することを条件とします。

 

解除書面を受領する権限を有する者 

野村證券株式会社          東京都中央区日本橋一丁目９番１号

（その他の野村證券株式会社全国各支店）
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（３）【株券等の返還方法】

 応募株主等が上記「(2）契約の解除の方法」に記載の方法により公開買付けに係る契約の解除を申し出た場

合には、解除手続き終了後速やかに、下記「10 決済の方法」の「(4）株券等の返還方法」に記載の方法によ

り応募株券等を返還します。

 

（４）【株券等の保管及び返還を行う金融商品取引業者・銀行等の名称及び本店の所在地】

野村證券株式会社        東京都中央区日本橋一丁目９番１号

 

８【買付け等に要する資金】

（１）【買付け等に要する資金等】

買付代金（円）(a) 3,984,278,340 

金銭以外の対価の種類 ― 

金銭以外の対価の総額 ― 

買付手数料(b) 50,000,000 

その他(c) 5,000,000 

合計(a)＋(b)＋(c) 4,039,278,340 

 （注１） 「買付代金（円）(a)」欄には、買付予定数（3,494,981株）に１株当たりの本公開買付価格（1,140円）を

乗じた金額を記載しております。 

 （注２） 「買付手数料(b)」欄には、公開買付代理人に支払う手数料の見積額を記載しております。 

 （注３） 「その他(c)」欄には、本公開買付けに関する公告及び公開買付説明書その他必要書類の印刷費その他諸費

用につき、その見積額を記載しております。 

 （注４） その他公開買付代理人に支払われる諸経費及び弁護士報酬等がありますが、その額は未定です。 

 （注５） 上記金額には消費税等は含まれておりません。 

 （注６） 公開買付者らは、本取引を通じて、最終的に、対象者に対する東レの議決権保有比率を66％、三井物産の議

決権保有比率を34％とすることを想定していることから、(a)応募株券等の総数が1,000,626株以下の場合に

は、応募株券等の総数の全部について三井物産が買付け等を行うこととし、(b)応募株券等の総数が

1,000,626株を超える場合には、応募株券等の総数のうち、1,000,626株までについては、三井物産が買付け

等を行い、1,000,626株を超える数については、うち３分の２（小数点以下切捨て）を東レが、うち３分の

１（小数点以下切上げ）を三井物産が、それぞれ買付け等を行います。そのため、買付け等に要する資金等

の「合計(a)＋(b)＋(c)」は、公開買付者らそれぞれが、以下のとおり充当する予定です。 

公開買付者名  充当予定金額 

東レ      1,923,209,800円 

三井物産    2,116,068,540円 

 

（２）【買付け等に要する資金に充当しうる預金又は借入金等】

①【届出日の前々日又は前日現在の預金】

（東レ）

種類 金額（千円） 

譲渡性預金 2,000,000 

計(a) 2,000,000 

 

（三井物産） 

種類 金額（千円） 

当座預金 5,496,302 

計(a) 5,496,302 
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②【届出日前の借入金】

イ【金融機関】

（東レ）

  借入先の業種 借入先の名称等 借入契約の内容 金額（千円） 

１ ― ― ― ― 

２ ― ― ― ― 

計 ― 

 

（三井物産） 

  借入先の業種 借入先の名称等 借入契約の内容 金額（千円） 

１ ― ― ― ― 

２ ― ― ― ― 

計 ― 

 

ロ【金融機関以外】

（東レ）

借入先の業種 借入先の名称等 借入契約の内容 金額（千円） 

― ― ― ― 

― ― ― ― 

計 ― 

 

（三井物産） 

借入先の業種 借入先の名称等 借入契約の内容 金額（千円） 

― ― ― ― 

― ― ― ― 

計 ― 

 

③【届出日以後に借入れを予定している資金】

イ【金融機関】

（東レ）

  借入先の業種 借入先の名称等 借入契約の内容 金額（千円） 

１ ― ― ― ― 

２ ― ― ― ― 

計(b) ― 

 

（三井物産） 

  借入先の業種 借入先の名称等 借入契約の内容 金額（千円） 

１ ― ― ― ― 

２ ― ― ― ― 

計(b) ― 
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ロ【金融機関以外】

（東レ）

借入先の業種 借入先の名称等 借入契約の内容 金額（千円） 

― ― ― ― 

― ― ― ― 

計(c) ― 

 

（三井物産） 

借入先の業種 借入先の名称等 借入契約の内容 金額（千円） 

― ― ― ― 

― ― ― ― 

計(c) ― 

 

④【その他資金調達方法】

（東レ）

内容 金額（千円） 

― ― 

計(d) ― 

 

（三井物産） 

内容 金額（千円） 

― ― 

計(d) ― 

 

⑤【買付け等に要する資金に充当しうる預金又は借入金等の合計】

7,496,302千円（(a)＋(b)＋(c)＋(d)） 

 

（３）【買付け等の対価とする有価証券の発行者と公開買付者との関係等】

 該当事項はありません。 

 

９【買付け等の対価とする有価証券の発行者の状況】

 該当事項はありません。 

 

１０【決済の方法】

（１）【買付け等の決済をする金融商品取引業者・銀行等の名称及び本店の所在地】

野村證券株式会社        東京都中央区日本橋一丁目９番１号

 

（２）【決済の開始日】

平成29年９月27日（水曜日）

 

（３）【決済の方法】

 公開買付期間終了後遅滞なく、公開買付けによる買付け等の通知書を応募株主等（外国人株主等の場合は常

任代理人）の住所宛に郵送します。なお、野村ネット＆コールにおいて書面の電子交付等に承諾されている場

合には、野村ネット＆コールのウェブサイト（https://netcall.nomura.co.jp/）にて電磁的方法により交付

します。

 買付けは、金銭にて行います。応募株主等は公開買付けによる売却代金を、送金等の応募株主等が指示した

方法により、決済の開始日以後遅滞なく受け取ることができます（送金手数料がかかる場合があります。）。
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（４）【株券等の返還方法】

 下記「11 その他買付け等の条件及び方法」の「(2）公開買付けの撤回等の条件の有無、その内容及び撤回

等の開示の方法」に記載の条件に基づき応募株券等の全部を買付けないこととなった場合には、公開買付期間

末日の翌々営業日（公開買付けの撤回等を行った場合は撤回等を行った日）以後速やかに、公開買付代理人の

応募株主等口座上で、返還すべき株券等を応募が行われた直前の記録に戻すことにより返還します（株券等を

他の金融商品取引業者等に設定した応募株主等の口座に振替える場合は、応募の受付をされた公開買付代理人

の本店又は全国各支店にご確認ください。）。

 

１１【その他買付け等の条件及び方法】

（１）【法第27条の13第４項各号に掲げる条件の有無及び内容】

 本公開買付けにおいて買付予定数の上限及び下限を設定しておりません。したがって、公開買付者らは、応

募株券等の全部の買付け等を行います。

 

（２）【公開買付けの撤回等の条件の有無、その内容及び撤回等の開示の方法】

 令第14条第１項第１号イないしリ及びヲないしソ、第３号イないしチ及びヌ並びに同条第２項第３号ないし

第６号に定める事情のいずれかが生じた場合は、本公開買付けの撤回等を行うことがあります。なお、本公開

買付けにおいて、令第14条第１項第３号ヌに定める「イからリまでに掲げる事由に準ずる事実」とは、対象者

が過去に提出した法定開示書類について、重要な事項につき虚偽の記載があり、又は記載すべき重要な事項の

記載が欠けていることが判明した場合であって、公開買付者らが当該虚偽記載等があることを知らず、かつ、

相当な注意を用いたのにもかかわらず知ることができなかった場合をいいます。

 撤回等を行おうとする場合は、電子公告を行い、その旨を日本経済新聞に掲載します。ただし、公開買付期

間末日までに公告を行うことが困難である場合は、府令第20条に規定する方法により公表し、その後直ちに公

告を行います。

 

（３）【買付け等の価格の引下げの条件の有無、その内容及び引下げの開示の方法】

 法第27条の６第１項第１号の規定により、公開買付期間中に対象者が令第13条第１項に定める行為を行った

場合には、府令第19条第１項の規定に定める基準に従い、買付け等の価格の引下げを行うことがあります。買

付け等の価格の引下げを行おうとする場合は、電子公告を行い、その旨を日本経済新聞に掲載します。ただ

し、公開買付期間末日までに公告を行うことが困難である場合は、府令第20条に規定する方法により公表し、

その後直ちに公告を行います。買付け等の価格の引下げがなされた場合、当該公告が行われた日以前の応募株

券等についても、引下げ後の買付け等の価格により買付けを行います。

 

（４）【応募株主等の契約の解除権についての事項】

 応募株主等は、公開買付期間中においては、いつでも公開買付けに係る契約を解除することができます。解

除の方法については、上記「７ 応募及び契約の解除の方法」の「(2）契約の解除の方法」に記載の方法によ

るものとします。なお、公開買付者らは、応募株主等による契約の解除があった場合においても、損害賠償又

は違約金の支払いを応募株主等に請求することはありません。また、応募株券等の返還に要する費用も公開買

付者らの負担とします。

 

（５）【買付条件等の変更をした場合の開示の方法】

 公開買付者らは、公開買付期間中、法第27条の６第１項及び令第13条第２項により禁止される場合を除き、

買付条件等の変更を行うことがあります。買付条件等の変更を行おうとする場合は、その変更の内容等につき

電子公告を行い、その旨を日本経済新聞に掲載します。ただし、公開買付期間末日までに公告を行うことが困

難である場合は、府令第20条に規定する方法により公表し、その後直ちに公告を行います。買付条件等の変更

がなされた場合、当該公告が行われた日以前の応募株券等についても、変更後の買付条件等により買付けを行

います。

 

（６）【訂正届出書を提出した場合の開示の方法】

 公開買付者らは、訂正届出書を関東財務局長に提出した場合は、直ちに、訂正届出書に記載した内容のう

ち、公開買付開始公告に記載した内容に係るものを、府令第20条に規定する方法により公表します。また、直

ちに公開買付説明書を訂正し、かつ、既に公開買付説明書を交付している応募株主等に対しては訂正した公開

買付説明書を交付して訂正します。ただし、訂正の範囲が小範囲に止まる場合には、訂正の理由、訂正した事

項及び訂正後の内容を記載した書面を作成し、その書面を応募株主等に交付する方法により訂正します。
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（７）【公開買付けの結果の開示の方法】

 本公開買付けの結果については、公開買付期間末日の翌日に、令第９条の４及び府令第30条の２に規定する

方法により公表します。

 

（８）【その他】

 本公開買付けは、直接間接を問わず、米国内においてもしくは米国に向けて行われるものではなく、また、

米国の郵便その他の州際通商もしくは国際通商の方法・手段（電話、テレックス、ファクシミリ、電子メー

ル、インターネット通信を含みますが、これらに限りません。）を使用して行われるものではなく、更に米国

内の証券取引所施設を通じて行われるものでもありません。上記方法・手段により、もしくは上記施設を通じ

て、又は米国内から本公開買付けに応募することはできません。また、公開買付届出書又は関連する買付書類

は米国内においてもしくは米国に向けて、又は米国内から、郵送その他の方法によって送付又は配布されるも

のではなく、かかる送付又は配布を行うことはできません。上記制限に直接又は間接に違反する本公開買付け

への応募はお受けしません。

 本公開買付けの応募に際し、応募株主等（外国人株主等の場合は常任代理人）は公開買付代理人に対し、以

下の旨の表明及び保証を行うことを求められることがあります。応募株主等が応募の時点及び公開買付応募申

込書送付の時点のいずれにおいても、米国に所在していないこと。本公開買付けに関するいかなる情報（その

写しを含みます。）も、直接間接を問わず、米国内においてもしくは米国に向けて、又は米国内から、これを

受領したり送付したりしていないこと。買付けもしくは公開買付応募申込書の署名交付に関して、直接間接を

問わず、米国の郵便その他の州際通商もしくは国際通商の方法・手段（電話、テレックス、ファクシミリ、電

子メール、インターネット通信を含みますが、これらに限りません。）又は米国内の証券取引所施設を使用し

ていないこと。他の者の裁量権のない代理人又は受託者・受任者として行動する者ではないこと（当該他の者

が買付けに関するすべての指示を米国外から与えている場合を除きます。）。
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第２【公開買付者の状況】

１【会社の場合】

（東レ）

（１）【会社の概要】 

①【会社の沿革】

 

②【会社の目的及び事業の内容】

 

③【資本金の額及び発行済株式の総数】

 

④【大株主】

平成 年 月 日現在
 

氏名又は名称 住所又は所在地 
所有株式の数 
（千株） 

発行済株式の総数
に対する所有株式
の数の割合（％） 

－ － － － 

－ － － － 

－ － － － 

－ － － － 

計 － － － 

 

⑤【役員の職歴及び所有株式の数】

平成 年 月 日現在
 

役名 職名 氏名 生年月日 職歴 
所有株式数 
（千株） 

－ － － － － － 

－ － － － － － 

－ － － － － － 

計 － 

 

（２）【経理の状況】

①【貸借対照表】 

 

②【損益計算書】 

 

③【株主資本等変動計算書】 

 

（３）【継続開示会社たる公開買付者に関する事項】

①【公開買付者が提出した書類】 

イ【有価証券報告書及びその添付書類】 

 事業年度 第136期（自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日） 平成29年６月27日関東財務局長に

提出 

 

ロ【四半期報告書又は半期報告書】 

 事業年度 第137期第１四半期（自 平成29年４月１日 至 平成29年６月30日） 平成29年８月９日関東

財務局長に提出予定 

 

ハ【訂正報告書】 

 該当事項はありません。 
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②【上記書類を縦覧に供している場所】 

東レ株式会社 

（東京都中央区日本橋室町二丁目１番１号） 

東レ株式会社大阪本社 

（大阪市北区中之島三丁目３番３号） 

株式会社東京証券取引所 

（東京都中央区日本橋兜町２番１号） 

 

（三井物産）

（１）［会社の概要］ 

①［会社の沿革］

 

②［会社の目的及び事業の内容］

 

③［資本金の額及び発行済株式の総数］

 

④［大株主］

平成 年 月 日現在
 

氏名又は名称 住所又は所在地 
所有株式の数 
（千株） 

発行済株式の総数
に対する所有株式
の数の割合（％） 

－ － － － 

－ － － － 

－ － － － 

－ － － － 

計 － － － 

 

⑤［役員の職歴及び所有株式の数］

平成 年 月 日現在
 

役名 職名 氏名 生年月日 職歴 
所有株式数 
（千株） 

－ － － － － － 

－ － － － － － 

－ － － － － － 

計 － 

 

（２）［経理の状況］

①［貸借対照表］ 

 

②［損益計算書］ 

 

③［株主資本等変動計算書］ 

 

（３）［継続開示会社たる公開買付者に関する事項］

①［公開買付者が提出した書類］ 

イ［有価証券報告書及びその添付書類］ 

 事業年度 第98期（自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日） 平成29年６月21日関東財務局長に提

出 
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ロ［四半期報告書又は半期報告書］ 

 事業年度 第99期第１四半期（自 平成29年４月１日 至 平成29年６月30日） 平成29年８月10日関東財

務局長に提出予定 

 

ハ［訂正報告書］ 

 該当事項はありません。 

 

②［上記書類を縦覧に供している場所］ 

三井物産株式会社 

（東京都千代田区丸の内一丁目１番３号） 

三井物産株式会社中部支社 

（名古屋市中村区名駅南一丁目16番21号） 

三井物産株式会社関西支社 

（大阪市北区中之島二丁目３番33号） 

証券会員制法人札幌証券取引所 

（札幌市中央区南１条西５丁目14番地の１） 

株式会社東京証券取引所 

（東京都中央区日本橋兜町２番１号） 

株式会社名古屋証券取引所 

（名古屋市中区栄三丁目８番20号） 

証券会員制法人福岡証券取引所 

（福岡市中央区天神２丁目14番２号） 

 

２【会社以外の団体の場合】

 該当事項はありません。 

 

３【個人の場合】

 該当事項はありません。 
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第３【公開買付者及びその特別関係者による株券等の所有状況及び取引状況】

１【株券等の所有状況】

（１）【公開買付者及び特別関係者による株券等の所有状況の合計】

（平成29年８月８日現在） 
 

  所有する株券等の数 
令第７条第１項第２号に該
当する株券等の数 

令第７条第１項第３号に該
当する株券等の数 

株券 69,185（個） －（個） －（個） 

新株予約権証券 － － － 

新株予約権付社債券 － － － 

株券等信託受益証券（   ） － － － 

株券等預託証券（     ） － － － 

合計 69,185 － － 

所有株券等の合計数 69,185 － － 

（所有潜在株券等の合計数） （－） － － 

 （注１） 特別関係者である対象者は、平成29年８月８日現在、対象者株式3,769株を所有しておりますが、すべて自

己株式であるため議決権はありません。 

 （注２） 東レ及び三井物産は相互に特別関係者に該当しますが、重複計上を回避するため、上記「公開買付者及び特

別関係者による株券等の所有状況の合計」の計算において、東レ及び三井物産が所有する株券等の数は特別

関係者所有分としては、加算されておりません。 

 （注３） 上記「所有する株券等の数」には小規模所有者が所有する株券等に係る議決権の数371個を含めておりま

す。なお、かかる議決権の数は、上記「第１ 公開買付要項」の「５ 買付け等を行った後における株券等

所有割合」において、「特別関係者の所有株券等に係る議決権の数（平成29年８月８日現在）（個）(g)」

に含めておりません。 

 

（東レ分） 

（平成29年８月８日現在） 
 

  所有する株券等の数 
令第７条第１項第２号に該
当する株券等の数 

令第７条第１項第３号に該
当する株券等の数 

株券 54,185（個） －（個） －（個） 

新株予約権証券 － － － 

新株予約権付社債券 － － － 

株券等信託受益証券（   ） － － － 

株券等預託証券（     ） － － － 

合計 54,185 － － 

所有株券等の合計数 54,185 － － 

（所有潜在株券等の合計数） （－） － － 

 （注１） 特別関係者である対象者は、平成29年８月８日現在、対象者株式3,769株を所有しておりますが、すべて自

己株式であるため議決権はありません。 

 （注２） 上記の計算において、東レの特別関係者としての三井物産が所有する株券等の数については加算されており

ません。 

 （注３） 上記「所有する株券等の数」には小規模所有者が所有する株券等に係る議決権の数371個を含めておりま

す。なお、かかる議決権の数は、上記「第１ 公開買付要項」の「５ 買付け等を行った後における株券等

所有割合」において、「特別関係者の所有株券等に係る議決権の数（平成29年８月８日現在）（個）(g)」

に含めておりません。 
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（三井物産分） 

（平成29年８月８日現在） 
 

  所有する株券等の数 
令第７条第１項第２号に該
当する株券等の数 

令第７条第１項第３号に該
当する株券等の数 

株券 15,000（個） －（個） －（個） 

新株予約権証券 － － － 

新株予約権付社債券 － － － 

株券等信託受益証券（   ） － － － 

株券等預託証券（     ） － － － 

合計 15,000 － － 

所有株券等の合計数 15,000 － － 

（所有潜在株券等の合計数） （－） － － 

 （注） 上記の計算において、三井物産の特別関係者としての東レが所有する株券等の数については加算されておりま

せん。 

 

（２）【公開買付者による株券等の所有状況】

（平成29年８月８日現在） 
 

  所有する株券等の数 
令第７条第１項第２号に該
当する株券等の数 

令第７条第１項第３号に該
当する株券等の数 

株券 65,012（個） －（個） －（個） 

新株予約権証券 － － － 

新株予約権付社債券 － － － 

株券等信託受益証券（   ） － － － 

株券等預託証券（     ） － － － 

合計 65,012 － － 

所有株券等の合計数 65,012 － － 

（所有潜在株券等の合計数） （－） － － 

 （注） 上記表には、公開買付者らが所有する株券等の数の合計を記載しております。 

 

（東レ分）

（平成29年８月８日現在） 
 

  所有する株券等の数 
令第７条第１項第２号に該
当する株券等の数 

令第７条第１項第３号に該
当する株券等の数 

株券 50,012（個） －（個） －（個） 

新株予約権証券 － － － 

新株予約権付社債券 － － － 

株券等信託受益証券（   ） － － － 

株券等預託証券（     ） － － － 

合計 50,012 － － 

所有株券等の合計数 50,012 － － 

（所有潜在株券等の合計数） （－） － － 
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（三井物産分） 

（平成29年８月８日現在） 
 

  所有する株券等の数 
令第７条第１項第２号に該
当する株券等の数 

令第７条第１項第３号に該
当する株券等の数 

株券 15,000（個） －（個） －（個） 

新株予約権証券 － － － 

新株予約権付社債券 － － － 

株券等信託受益証券（   ） － － － 

株券等預託証券（     ） － － － 

合計 15,000 － － 

所有株券等の合計数 15,000 － － 

（所有潜在株券等の合計数） （－） － － 

 

（３）【特別関係者による株券等の所有状況（特別関係者合計）】

（平成29年８月８日現在） 
 

  所有する株券等の数 
令第７条第１項第２号に該
当する株券等の数 

令第７条第１項第３号に該
当する株券等の数 

株券 4,173（個） －（個） －（個） 

新株予約権証券 － － － 

新株予約権付社債券 － － － 

株券等信託受益証券（   ） － － － 

株券等預託証券（     ） － － － 

合計 4,173 － － 

所有株券等の合計数 4,173 － － 

（所有潜在株券等の合計数） （－） － － 

 （注１） 特別関係者である対象者は、平成29年８月８日現在、対象者株式3,769株を所有しておりますが、すべて自

己株式であるため議決権はありません。 

 （注２） 東レ及び三井物産は相互に特別関係者に該当しますが、重複計上を回避するため、上記「特別関係者による

株券等の所有状況（特別関係者合計）」の計算において、東レ及び三井物産が所有する株券等の数は特別関

係者所有分としては、加算されておりません。 

 （注３） 上記「所有する株券等の数」には小規模所有者が所有する株券等に係る議決権の数371個を含めておりま

す。なお、かかる議決権の数は、上記「第１ 公開買付要項」の「５ 買付け等を行った後における株券等

所有割合」において、「特別関係者の所有株券等に係る議決権の数（平成29年８月８日現在）（個）(g)」

に含めておりません。 
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（東レ分） 

（平成29年８月８日現在） 
 

  所有する株券等の数 
令第７条第１項第２号に該
当する株券等の数 

令第７条第１項第３号に該
当する株券等の数 

株券 4,173（個） －（個） －（個） 

新株予約権証券 － － － 

新株予約権付社債券 － － － 

株券等信託受益証券（   ） － － － 

株券等預託証券（     ） － － － 

合計 4,173 － － 

所有株券等の合計数 4,173 － － 

（所有潜在株券等の合計数） （－） － － 

 （注１） 特別関係者である対象者は、平成29年８月８日現在、対象者株式3,769株を所有しておりますが、すべて自

己株式であるため議決権はありません。 

 （注２） 上記の計算において、東レの特別関係者としての三井物産が所有する株券等の数については加算されており

ません。 

 （注３） 上記「所有する株券等の数」には小規模所有者が所有する株券等に係る議決権の数371個を含めておりま

す。なお、かかる議決権の数は、上記「第１ 公開買付要項」の「５ 買付け等を行った後における株券等

所有割合」において、「特別関係者の所有株券等に係る議決権の数（平成29年８月８日現在）（個）(g)」

に含めておりません。 

 

（三井物産分） 

（平成29年８月８日現在） 
 

  所有する株券等の数 
令第７条第１項第２号に該
当する株券等の数 

令第７条第１項第３号に該
当する株券等の数 

株券 －（個） －（個） －（個） 

新株予約権証券 － － － 

新株予約権付社債券 － － － 

株券等信託受益証券（   ） － － － 

株券等預託証券（     ） － － － 

合計 － － － 

所有株券等の合計数 － － － 

（所有潜在株券等の合計数） （－） － － 

 （注） 上記の計算において、三井物産の特別関係者としての東レが所有する株券等の数については加算されておりま

せん。 
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（４）【特別関係者による株券等の所有状況（特別関係者ごとの内訳）】

①【特別関係者】

（平成29年８月８日現在） 
 
氏名又は名称 曽田香料株式会社 

住所又は所在地 東京都中央区日本橋本町四丁目15番９号 

職業又は事業の内容 各種香料・香料関連品の製造及び販売 

連絡先 

連絡者   曽田香料株式会社 取締役管理部門長  亀井 暢之 

連絡場所  東京都中央区日本橋堀留町二丁目２番１号 

電話番号  03-5645-7340 

公開買付者との関係 公開買付者である東レが特別資本関係を有する法人 

 

（平成29年８月８日現在） 
 
氏名又は名称 岡村 一也 

住所又は所在地 東京都中央区日本橋堀留町二丁目２番１号（対象者所在地） 

職業又は事業の内容 曽田香料株式会社 専務取締役 

連絡先 

連絡者   曽田香料株式会社 取締役管理部門長  亀井 暢之 

連絡場所  東京都中央区日本橋堀留町二丁目２番１号 

電話番号  03-5645-7340 

公開買付者との関係 公開買付者である東レが特別資本関係を有する法人の役員 

 

（平成29年８月８日現在） 
 
氏名又は名称 亀井 暢之 

住所又は所在地 東京都中央区日本橋堀留町二丁目２番１号（対象者所在地） 

職業又は事業の内容 曽田香料株式会社 取締役 

連絡先 

連絡者   曽田香料株式会社 取締役管理部門長  亀井 暢之 

連絡場所  東京都中央区日本橋堀留町二丁目２番１号 

電話番号  03-5645-7340 

公開買付者との関係 公開買付者である東レが特別資本関係を有する法人の役員 

 

（平成29年８月８日現在） 
 
氏名又は名称 堂前 明彦 

住所又は所在地 東京都中央区日本橋堀留町二丁目２番１号（対象者所在地） 

職業又は事業の内容 曽田香料株式会社 取締役 

連絡先 

連絡者   曽田香料株式会社 取締役管理部門長  亀井 暢之 

連絡場所  東京都中央区日本橋堀留町二丁目２番１号 

電話番号  03-5645-7340 

公開買付者との関係 公開買付者である東レが特別資本関係を有する法人の役員 
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（平成29年８月８日現在）

 
氏名又は名称 白川 俊文 

住所又は所在地 東京都中央区日本橋堀留町二丁目２番１号（対象者所在地） 

職業又は事業の内容 曽田香料株式会社 取締役 

連絡先 

連絡者   曽田香料株式会社 取締役管理部門長  亀井 暢之 

連絡場所  東京都中央区日本橋堀留町二丁目２番１号 

電話番号  03-5645-7340 

公開買付者との関係 公開買付者である東レが特別資本関係を有する法人の役員 

 

（平成29年８月８日現在）
 
氏名又は名称 曽田 義信 

住所又は所在地 東京都中央区日本橋堀留町二丁目２番１号（対象者所在地） 

職業又は事業の内容 曽田香料株式会社 取締役（監査等委員） 

連絡先 

連絡者   曽田香料株式会社 取締役管理部門長  亀井 暢之 

連絡場所  東京都中央区日本橋堀留町二丁目２番１号 

電話番号  03-5645-7340 

公開買付者との関係 公開買付者である東レが特別資本関係を有する法人の役員 

 

（平成29年８月８日現在）
 
氏名又は名称 尾内 健樹 

住所又は所在地 東京都中央区日本橋堀留町二丁目２番１号（株式会社ソダアクト所在地） 

職業又は事業の内容 株式会社ソダアクト 代表取締役社長 

連絡先 

連絡者   曽田香料株式会社 取締役管理部門長  亀井 暢之 

連絡場所  東京都中央区日本橋堀留町二丁目２番１号 

電話番号  03-5645-7340 

公開買付者との関係 公開買付者である東レが特別資本関係を有する法人の役員 

 

（平成29年８月８日現在）
 
氏名又は名称 河野 広康 

住所又は所在地 東京都中央区日本橋堀留町二丁目２番１号（株式会社ソダアクト所在地） 

職業又は事業の内容 株式会社ソダアクト 取締役 

連絡先 

連絡者   曽田香料株式会社 取締役管理部門長  亀井 暢之 

連絡場所  東京都中央区日本橋堀留町二丁目２番１号 

電話番号  03-5645-7340 

公開買付者との関係 公開買付者である東レが特別資本関係を有する法人の役員 

 

（平成29年８月８日現在）
 
氏名又は名称 澤口 俊一 

住所又は所在地 東京都中央区日本橋堀留町二丁目２番１号（株式会社ソダアクト所在地） 

職業又は事業の内容 株式会社ソダアクト 取締役 

連絡先 

連絡者   曽田香料株式会社 取締役管理部門長  亀井 暢之 

連絡場所  東京都中央区日本橋堀留町二丁目２番１号 

電話番号  03-5645-7340 

公開買付者との関係 公開買付者である東レが特別資本関係を有する法人の役員 
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（平成29年８月８日現在）

 
氏名又は名称 伊藤 信彦 

住所又は所在地 岡山県岡山市東区犬島58（岡山化学工業株式会社所在地） 

職業又は事業の内容 岡山化学工業株式会社 代表取締役社長 

連絡先 

連絡者   曽田香料株式会社 取締役管理部門長  亀井 暢之 

連絡場所  東京都中央区日本橋堀留町二丁目２番１号 

電話番号  03-5645-7340 

公開買付者との関係 公開買付者である東レが特別資本関係を有する法人の役員 

 

（平成29年８月８日現在）
 
氏名又は名称 鈴木 潤 

住所又は所在地 台北市松江路309號７F（台湾曽田香料股份有限公司所在地） 

職業又は事業の内容 台湾曽田香料股份有限公司 董事長 

連絡先 

連絡者   曽田香料株式会社 取締役管理部門長  亀井 暢之 

連絡場所  東京都中央区日本橋堀留町二丁目２番１号 

電話番号  03-5645-7340 

公開買付者との関係 公開買付者である東レが特別資本関係を有する法人の役員 

 

（平成29年８月８日現在）
 
氏名又は名称 高橋 秀敏 

住所又は所在地 中国江蘇省昆山市千灯鎮羅倪路188号（曽田香料（昆山）有限公司所在地） 

職業又は事業の内容 曽田香料（昆山）有限公司 董事長 

連絡先 

連絡者   曽田香料株式会社 取締役管理部門長  亀井 暢之 

連絡場所  東京都中央区日本橋堀留町二丁目２番１号 

電話番号  03-5645-7340 

公開買付者との関係 公開買付者である東レが特別資本関係を有する法人の役員 

 

（平成29年８月８日現在）
 
氏名又は名称 別宮 浩一郎 

住所又は所在地 
No. 31, 2nd Floor, Soi Thawewat (Sukhumvit 70), Bang Na, Bang Na, Bangkok 

10260（SODA NAMSIANG AROMATIC（THAILAND）CO.,LTD.所在地） 

職業又は事業の内容 SODA NAMSIANG AROMATIC（THAILAND）CO.,LTD. 代表取締役社長 

連絡先 

連絡者   曽田香料株式会社 取締役管理部門長  亀井 暢之 

連絡場所  東京都中央区日本橋堀留町二丁目２番１号 

電話番号  03-5645-7340 

公開買付者との関係 公開買付者である東レが特別資本関係を有する法人の役員 
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（平成29年８月８日現在）

 
氏名又は名称 原島 望 

住所又は所在地 
7A, Buroh Lane, Singapore 618293（SODA AROMATIC (SINGAPORE) PTE. LTD.所在

地） 

職業又は事業の内容 SODA AROMATIC (SINGAPORE) PTE. LTD. 代表取締役社長 

連絡先 

連絡者   曽田香料株式会社 取締役管理部門長  亀井 暢之 

連絡場所  東京都中央区日本橋堀留町二丁目２番１号 

電話番号  03-5645-7340 

公開買付者との関係 公開買付者である東レが特別資本関係を有する法人の役員 

 

②【所有株券等の数】

曽田香料株式会社 

（平成29年８月８日現在）
 

  所有する株券等の数 
令第７条第１項第２号に該
当する株券等の数 

令第７条第１項第３号に該
当する株券等の数 

株券 0（個） －（個） －（個） 

新株予約権証券 － － － 

新株予約権付社債券 － － － 

株券等信託受益証券（   ） － － － 

株券等預託証券（     ） － － － 

合計 0 － － 

所有株券等の合計数 0 － － 

（所有潜在株券等の合計数） （－） － － 

 （注） 特別関係者である対象者は、平成29年８月８日現在、対象者株式3,769株を所有しておりますが、すべて自己

株式であるため議決権はありません。 

 

岡村 一也 

（平成29年８月８日現在）
 

  所有する株券等の数 
令第７条第１項第２号に該
当する株券等の数 

令第７条第１項第３号に該
当する株券等の数 

株券 10（個） －（個） －（個） 

新株予約権証券 － － － 

新株予約権付社債券 － － － 

株券等信託受益証券（   ） － － － 

株券等預託証券（     ） － － － 

合計 10 － － 

所有株券等の合計数 10 － － 

（所有潜在株券等の合計数） （－） － － 

 （注） 特別関係者である岡村一也氏は、小規模所有者に該当いたしますので、「所有株券等の合計数」は、上記「第

１ 公開買付要項」の「５ 買付け等を行った後における株券等所有割合」において、「特別関係者の所有株

券等に係る議決権の数（平成29年８月８日現在）（個）(g)」には含めておりません。 
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亀井 暢之

（平成29年８月８日現在） 
 

  所有する株券等の数 
令第７条第１項第２号に該
当する株券等の数 

令第７条第１項第３号に該
当する株券等の数 

株券 24（個） －（個） －（個） 

新株予約権証券 － － － 

新株予約権付社債券 － － － 

株券等信託受益証券（   ） － － － 

株券等預託証券（     ） － － － 

合計 24 － － 

所有株券等の合計数 24 － － 

（所有潜在株券等の合計数） （－） － － 

 （注１） 特別関係者である亀井暢之氏は、小規模所有者に該当いたしますので、「所有株券等の合計数」は、上記

「第１ 公開買付要項」の「５ 買付け等を行った後における株券等所有割合」において、「特別関係者の

所有株券等に係る議決権の数（平成29年８月８日現在）（個）(g)」には含めておりません。 

 （注２） 亀井暢之氏は対象者の役員持株会を通じて間接的に保有する対象者株式43株（小数点以下切捨て）を保有し

ておりますが、１単元に満たないため、上記の「所有する株券等の数」に含めておりません。 

 

堂前 明彦 

（平成29年８月８日現在） 
 

  所有する株券等の数 
令第７条第１項第２号に該
当する株券等の数 

令第７条第１項第３号に該
当する株券等の数 

株券 50（個） －（個） －（個） 

新株予約権証券 － － － 

新株予約権付社債券 － － － 

株券等信託受益証券（   ） － － － 

株券等預託証券（     ） － － － 

合計 50 － － 

所有株券等の合計数 50 － － 

（所有潜在株券等の合計数） （－） － － 

 （注１） 特別関係者である堂前明彦氏は、小規模所有者に該当いたしますので、「所有株券等の合計数」は、上記

「第１ 公開買付要項」の「５ 買付け等を行った後における株券等所有割合」において、「特別関係者の

所有株券等に係る議決権の数（平成29年８月８日現在）（個）(g)」には含めておりません。 

 （注２） 堂前明彦氏は対象者の役員持株会を通じて間接的に保有する対象者株式13株（小数点以下切捨て）を保有し

ておりますが、１単元に満たないため、上記の「所有する株券等の数」に含めておりません。 
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白川 俊文 

（平成29年８月８日現在） 
 

  所有する株券等の数 
令第７条第１項第２号に該
当する株券等の数 

令第７条第１項第３号に該
当する株券等の数 

株券 129（個） －（個） －（個） 

新株予約権証券 － － － 

新株予約権付社債券 － － － 

株券等信託受益証券（   ） － － － 

株券等預託証券（     ） － － － 

合計 129 － － 

所有株券等の合計数 129 － － 

（所有潜在株券等の合計数） （－） － － 

 （注） 白川俊文氏は対象者の役員持株会を通じて間接的に保有する対象者株式41株（小数点以下切捨て）を保有して

おりますが、１単元に満たないため、上記の「所有する株券等の数」に含めておりません。 

 

曽田 義信 

（平成29年８月８日現在） 
 

  所有する株券等の数 
令第７条第１項第２号に該
当する株券等の数 

令第７条第１項第３号に該
当する株券等の数 

株券 3,673（個） －（個） －（個） 

新株予約権証券 － － － 

新株予約権付社債券 － － － 

株券等信託受益証券（   ） － － － 

株券等預託証券（     ） － － － 

合計 3,673 － － 

所有株券等の合計数 3,673 － － 

（所有潜在株券等の合計数） （－） － － 

 （注） 曽田義信氏は自己名義で対象者株式50株を、対象者の役員持株会を通じて間接的に保有する対象者株式16株

（小数点以下切捨て）をそれぞれ保有しておりますが、１単元に満たないため、上記の「所有する株券等の

数」に含めておりません。 
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尾内 健樹 

（平成29年８月８日現在） 
 

  所有する株券等の数 
令第７条第１項第２号に該
当する株券等の数 

令第７条第１項第３号に該
当する株券等の数 

株券 46（個） －（個） －（個） 

新株予約権証券 － － － 

新株予約権付社債券 － － － 

株券等信託受益証券（   ） － － － 

株券等預託証券（     ） － － － 

合計 46 － － 

所有株券等の合計数 46 － － 

（所有潜在株券等の合計数） （－） － － 

 （注） 特別関係者である尾内健樹氏は、小規模所有者に該当いたしますので、「所有株券等の合計数」は、上記「第

１ 公開買付要項」の「５ 買付け等を行った後における株券等所有割合」において、「特別関係者の所有株

券等に係る議決権の数（平成29年８月８日現在）（個）(g)」には含めておりません。 

 

河野 広康

（平成29年８月８日現在） 
 

  所有する株券等の数 
令第７条第１項第２号に該
当する株券等の数 

令第７条第１項第３号に該
当する株券等の数 

株券 36（個） －（個） －（個） 

新株予約権証券 － － － 

新株予約権付社債券 － － － 

株券等信託受益証券（   ） － － － 

株券等預託証券（     ） － － － 

合計 36 － － 

所有株券等の合計数 36 － － 

（所有潜在株券等の合計数） （－） － － 

 （注） 特別関係者である河野広康氏は、小規模所有者に該当いたしますので、「所有株券等の合計数」は、上記「第

１ 公開買付要項」の「５ 買付け等を行った後における株券等所有割合」において、「特別関係者の所有株

券等に係る議決権の数（平成29年８月８日現在）（個）(g)」には含めておりません。 
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澤口 俊一 

（平成29年８月８日現在） 
 

  所有する株券等の数 
令第７条第１項第２号に該
当する株券等の数 

令第７条第１項第３号に該
当する株券等の数 

株券 22（個） －（個） －（個） 

新株予約権証券 － － － 

新株予約権付社債券 － － － 

株券等信託受益証券（   ） － － － 

株券等預託証券（     ） － － － 

合計 22 － － 

所有株券等の合計数 22 － － 

（所有潜在株券等の合計数） （－） － － 

 （注１） 特別関係者である澤口俊一氏は、小規模所有者に該当いたしますので、「所有株券等の合計数」は、上記

「第１ 公開買付要項」の「５ 買付け等を行った後における株券等所有割合」において、「特別関係者の

所有株券等に係る議決権の数（平成29年８月８日現在）（個）(g)」には含めておりません。 

 （注２） 上記の「所有する株券等の数」には、澤口俊一氏が対象者の従業員持株会を通じて間接的に保有する対象者

株式241株（小数点以下切捨て）に係る議決権の数２個が含まれています。 

 

伊藤 信彦 

（平成29年８月８日現在） 
 

  所有する株券等の数 
令第７条第１項第２号に該
当する株券等の数 

令第７条第１項第３号に該
当する株券等の数 

株券 32（個） －（個） －（個） 

新株予約権証券 － － － 

新株予約権付社債券 － － － 

株券等信託受益証券（   ） － － － 

株券等預託証券（     ） － － － 

合計 32 － － 

所有株券等の合計数 32 － － 

（所有潜在株券等の合計数） （－） － － 

 （注） 特別関係者である伊藤信彦氏は、小規模所有者に該当いたしますので、「所有株券等の合計数」は、上記「第

１ 公開買付要項」の「５ 買付け等を行った後における株券等所有割合」において、「特別関係者の所有株

券等に係る議決権の数（平成29年８月８日現在）（個）(g)」には含めておりません。 

 

2017/08/08 08:32:25／17346982_三井物産株式会社_公開買付届出書

- 41 -



鈴木 潤 

（平成29年８月８日現在） 
 

  所有する株券等の数 
令第７条第１項第２号に該
当する株券等の数 

令第７条第１項第３号に該
当する株券等の数 

株券 49（個） －（個） －（個） 

新株予約権証券 － － － 

新株予約権付社債券 － － － 

株券等信託受益証券（   ） － － － 

株券等預託証券（     ） － － － 

合計 49 － － 

所有株券等の合計数 49 － － 

（所有潜在株券等の合計数） （－） － － 

 （注） 特別関係者である鈴木潤氏は、小規模所有者に該当いたしますので、「所有株券等の合計数」は、上記「第１ 

公開買付要項」の「５ 買付け等を行った後における株券等所有割合」において、「特別関係者の所有株券等

に係る議決権の数（平成29年８月８日現在）（個）(g)」には含めておりません。 

 

高橋 秀敏 

（平成29年８月８日現在） 
 

  所有する株券等の数 
令第７条第１項第２号に該
当する株券等の数 

令第７条第１項第３号に該
当する株券等の数 

株券 63（個） －（個） －（個） 

新株予約権証券 － － － 

新株予約権付社債券 － － － 

株券等信託受益証券（   ） － － － 

株券等預託証券（     ） － － － 

合計 63 － － 

所有株券等の合計数 63 － － 

（所有潜在株券等の合計数） （－） － － 

 （注） 特別関係者である高橋秀敏氏は、小規模所有者に該当いたしますので、「所有株券等の合計数」は、上記「第

１ 公開買付要項」の「５ 買付け等を行った後における株券等所有割合」において、「特別関係者の所有株

券等に係る議決権の数（平成29年８月８日現在）（個）(g)」には含めておりません。 
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別宮 浩一郎 

（平成29年８月８日現在） 
 

  所有する株券等の数 
令第７条第１項第２号に該
当する株券等の数 

令第７条第１項第３号に該
当する株券等の数 

株券 25（個） －（個） －（個） 

新株予約権証券 － － － 

新株予約権付社債券 － － － 

株券等信託受益証券（   ） － － － 

株券等預託証券（     ） － － － 

合計 25 － － 

所有株券等の合計数 25 － － 

（所有潜在株券等の合計数） （－） － － 

 （注１） 特別関係者である別宮浩一郎氏は、小規模所有者に該当いたしますので、「所有株券等の合計数」は、上記

「第１ 公開買付要項」の「５ 買付け等を行った後における株券等所有割合」において、「特別関係者の

所有株券等に係る議決権の数（平成29年８月８日現在）（個）(g)」には含めておりません。 

 （注２） 上記の「所有する株券等の数」には、別宮浩一郎氏が対象者の従業員持株会を通じて間接的に保有する対象

者株式1,509株（小数点以下切捨て）に係る議決権の数15個が含まれています。 

 

原島 望 

（平成29年８月８日現在） 
 

  所有する株券等の数 
令第７条第１項第２号に該
当する株券等の数 

令第７条第１項第３号に該
当する株券等の数 

株券 14（個） －（個） －（個） 

新株予約権証券 － － － 

新株予約権付社債券 － － － 

株券等信託受益証券（   ） － － － 

株券等預託証券（     ） － － － 

合計 14 － － 

所有株券等の合計数 14 － － 

（所有潜在株券等の合計数） （－） － － 

 （注１） 特別関係者である原島望氏は、小規模所有者に該当いたしますので、「所有株券等の合計数」は、上記「第

１ 公開買付要項」の「５ 買付け等を行った後における株券等所有割合」において、「特別関係者の所有

株券等に係る議決権の数（平成29年８月８日現在）（個）(g)」には含めておりません。 

 （注２） 上記の「所有する株券等の数」には、原島望氏が対象者の従業員持株会を通じて間接的に保有する対象者株

式1,481株（小数点以下切捨て）に係る議決権の数14個が含まれています。 
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２【株券等の取引状況】

（１）【届出日前60日間の取引状況】

 該当事項はありません。 

 

３【当該株券等に関して締結されている重要な契約】

(1）本共同公開買付契約

 公開買付者らは、平成29年５月10日付で、本共同公開買付契約を締結いたしました。本共同公開買付契約におい

ては、①公開買付者らが共同して本公開買付けを実施すること、②本公開買付けにおいて、(a)応募株券等の総数

が1,000,626株以下の場合には、応募株券等の総数の全部について三井物産が買付け等を行うこととし、(b)応募株

券等の総数が1,000,626株を超える場合には、応募株券等の総数のうち、1,000,626株までについては、三井物産が

買付け等を行い、1,000,626株を超える数については、うち３分の２（小数点以下切捨て）を東レが、うち３分の

１（小数点以下切上げ）を三井物産が、それぞれ買付け等を行うこと、③本公開買付けの成立後、実務上可能な限

り速やかに、対象者に対する東レの議決権保有比率を66％、三井物産の議決権保有比率を34％とするための手続を

実施すること、④本共同公開買付契約の締結日以降本取引が完了するまでの間、東レは、対象者グループをして、

善良な管理者の注意をもって、その業務を本共同公開買付契約の締結日以前における対象者グループの通常の業務

の範囲内において行わせるものとし、同期間中、三井物産の同意なく、対象者をして、対象者の中・長期の経営計

画及び重要な投資案に関する決定を行わせないことについて、合意しております。

 

(2）本株主間契約 

 公開買付者らは、平成29年５月10日付で、本株主間契約を締結いたしました。本株主間契約においては、①対象

者の運営方針、東レ及び三井物産の役割に係る事項、②東レ及び三井物産の対象者に対する出資比率及び議決権保

有比率（東レが66％、三井物産が34％）、③東レ及び三井物産が所有する対象者株式の譲渡の原則禁止、④東レ及

び三井物産による対象者の役員の指名、⑤株主委員会（東レ及び三井物産が対象者の事業戦略・中長期経営課題に

ついての基本合意形成を図るための協議機関）及び指名委員会（対象者の取締役をはじめとする役員の選任に際

し、東レ及び三井物産の間で、常勤・非常勤の選別、具体的な管掌や役割・期待を協議する機関）の設置・運営に

関する事項について、合意しております。

 具体的に、①の内容としては、以下のような事項を運営方針とすることを合意しております。

(a）対象者、東レ、三井物産の一体となった事業運営を通じて経営体制を強化し、経営戦略遂行の迅速化を図

る。

(b）対象者、東レ、三井物産及び各グループ会社の国内外ネットワークを活用して販売機能を強化し、新規市場

開拓を推進する。東レ及び三井物産の積極的な関与により、対象者のより効率的な経営、各種コストの適正

化を支援する。対象者によるＭ＆Ａや資本提携を東レ及び三井物産が支援し、事業基盤の強化、グローバル

展開の実現可能性を高める。

(c）東レ及び三井物産の教育システムや人材交流を通じ、国際的な営業人材など対象者が必要とする人材を強

化・育成する。

 なお、本株主間契約は、本公開買付けの成立後、東レ及び三井物産の対象者に対する出資比率及び議決権保有比

率がそれぞれ66％及び34％になった時点で効力が発生します。

 

４【届出書の提出日以後に株券等の買付け等を行う旨の契約】

 該当事項はありません。 
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第４【公開買付者と対象者との取引等】

１【公開買付者と対象者又はその役員との間の取引の有無及び内容】

 最近の３事業年度における公開買付者らと対象者との間の重要な取引は以下のとおりです。

① 対象者の第43期連結会計年度（自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日） 

公開買付者ら 取引の内容
取引金額
（百万円）

対象者における計上科目
期末残高
（百万円）

東レ

資金の預入 14,008 － －

資金の払出 14,008 － －

受取利息 8 未収入金 0

三井物産 製品・商品の販売 910 売掛金 156

 

② 対象者の第44期連結会計年度（自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日） 

公開買付者ら 取引の内容
取引金額
（百万円）

対象者における計上科目
期末残高
（百万円）

東レ

資金の預入 14,006 － － 

資金の払出 14,006 － － 

受取利息 5 未収入金 0 

三井物産 製品・商品の販売 295 売掛金 76 

 

③ 対象者の第45期連結会計年度（自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日） 

公開買付者ら 取引の内容
取引金額
（百万円）

対象者における計上科目
期末残高
（百万円）

東レ

資金の預入 14,001 － － 

資金の払出 14,001 － － 

受取利息 1 未収入金 0 

三井物産 製品・商品の販売 201 売掛金 68 

 

２【公開買付者と対象者又はその役員との間の合意の有無及び内容】

(1）公開買付者らと対象者又はその役員との間の合意の有無及び内容

 対象者平成29年５月プレスリリースによれば、対象者は、平成29年５月10日開催の取締役会において、当該時点

における対象者の意見として、本公開買付けが開始された場合には本公開買付けに賛同の意見を表明するととも

に、対象者の株主の皆様に対して、本公開買付けに応募することを推奨する旨及び本公開買付けが開始される時点

で改めて本公開買付けに関する意見表明を行う旨の決議をしたとのことです。また、対象者平成29年８月プレスリ

リースによれば、対象者は、平成29年８月７日においても本公開買付けに関する判断を変更する要因はないと考

え、平成29年８月７日付の取締役会決議により、改めて本公開買付けに賛同の意見を表明するとともに、対象者の

株主の皆様に対して、本公開買付けに応募することを推奨する旨の決定をしたとのことです。対象者の意思決定の

過程に係る詳細については、上記「第１ 公開買付要項」の「３ 買付け等の目的」の「(2）本公開買付けの実施

を決定するに至った背景、目的及び意思決定の過程、並びに本公開買付け後の経営方針」の「③ 対象者が本公開

買付けに賛同するに至った意思決定の経緯及び理由」をご参照ください。 

 

(2）本公開買付けの実施を決定するに至った背景、目的及び意思決定の過程、並びに本公開買付け後の経営方針 

 本公開買付けの実施を決定するに至った背景、目的及び意思決定の過程、並びに本公開買付け後の経営方針につ

いては、上記「第１ 公開買付要項」の「３ 買付け等の目的」の「(2）本公開買付けの実施を決定するに至った

背景、目的及び意思決定の過程、並びに本公開買付け後の経営方針」をご参照ください。 
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(3）本公開買付価格の公正性を担保するための措置及び利益相反を回避するための措置等、本公開買付けの公正性を

担保するための措置 

 本公開買付価格の公正性を担保するための措置及び利益相反を回避するための措置等、本公開買付けの公正性を

担保するための措置については、上記「第１ 公開買付要項」の「４ 買付け等の期間、買付け等の価格及び買付

予定の株券等の数」の「(2）買付け等の価格」の「算定の経緯」の「（本公開買付価格の公正性を担保するための

措置及び利益相反を回避するための措置等、本公開買付けの公正性を担保するための措置）」をご参照ください。 

 

第５【対象者の状況】

１【最近３年間の損益状況等】

（１）【損益の状況】

決算年月 － － － 

売上高 － － － 

売上原価 － － － 

販売費及び一般管理費 － － － 

営業外収益 － － － 

営業外費用 － － － 

当期純利益（当期純損失） － － － 

 

（２）【１株当たりの状況】

決算年月 － － － 

１株当たり当期純損益 － － － 

１株当たり配当額 － － － 

１株当たり純資産額 － － － 

 

２【株価の状況】

（単位：円） 
 
金融商品取引所名
又は認可金融商品
取引業協会名 

東京証券取引所 ＪＡＳＤＡＱスタンダード市場 

月別 平成29年２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 

最高株価 756 782 778 1,156 1,139 1,138 1,137 

最低株価 718 740 710 737 1,136 1,135 1,135 

 （注） 平成29年８月については、８月７日までのものです。

 

３【株主の状況】

（１）【所有者別の状況】

平成 年 月 日現在 
 

区分 

株式の状況（１単元の株式数  株） 
単元未満株
式の状況 

（株） 
政府及び地
方公共団体 

金融機関 
金融商品取
引業者 

その他の法
人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数（人） － － － － － － － － － 

所有株式数 

（単元） 
－ － － － － － － － － 

所有株式数の割

合（％） 
－ － － － － － － － － 
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（２）【大株主及び役員の所有株式の数】

①【大株主】

平成 年 月 日現在
 

氏名又は名称 住所又は所在地 所有株式数（株） 
発行済株式の総数
に対する所有株式
数の割合（％） 

－ － － － 

－ － － － 

－ － － － 

－ － － － 

計 － － － 

 

②【役員】

平成 年 月 日現在
 

氏名 役名 職名 所有株式数（株） 
発行済株式の総数
に対する所有株式
数の割合（％） 

－ － － － － 

－ － － － － 

－ － － － － 

－ － － － － 

計 － － － － 

 

４【継続開示会社たる対象者に関する事項】

（１）【対象者が提出した書類】 

①【有価証券報告書及びその添付書類】 

 事業年度 第44期（自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日） 平成28年６月23日関東財務局長に提出 

 事業年度 第45期（自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日） 平成29年６月26日関東財務局長に提出 

 

②【四半期報告書又は半期報告書】 

 事業年度 第46期第１四半期（自 平成29年４月１日 至 平成29年６月30日） 平成29年８月４日関東財務

局長に提出 

 

③【臨時報告書】 

 該当事項はありません。 

 

④【訂正報告書】 

 該当事項はありません。 

 

（２）【上記書類を縦覧に供している場所】 

曽田香料株式会社 

（東京都中央区日本橋本町四丁目15番９号） 

株式会社東京証券取引所 

（東京都中央区日本橋兜町２番１号） 

 

５【伝達を受けた公開買付け等の実施に関する事実の内容等】

 該当事項はありません。 
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６【その他】

 対象者平成29年５月プレスリリースによれば、対象者は、平成29年５月10日開催の取締役会において、本公開買付

けが成立することを前提とすると、仮に対象者が平成30年３月期の中間配当を行った場合には、本公開買付けに応募

される株主の皆様と応募されない株主の皆様との間に経済的効果の差異が生じる可能性があるため、株主様の間での

公平性を確保する観点から、平成30年３月期の中間配当を行わないことを決議したとのことです。また、対象者平成

29年５月プレスリリースによれば、当該時点では期末配当予想を行うことは困難であることから、平成30年３月期の

期末配当予想については未定とすることを平成29年５月10日開催の取締役会において決議したとのことです。
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【公開買付者に係る事業内容の概要及び主要な経営指標等の推移】 

（東レ） 

【事業の内容】 

東レグループ（東レ及び東レの関係会社）が営んでいる主な事業内容と、東レ及び東レの関係会社283社（子会社241

社・関連会社42社、平成29年３月31日現在）の当該事業に係る位置付けは、次のとおりです。 

 

繊維事業： 

東レは、合成繊維製品（糸・綿・織編物・人工皮革等）の製造・販売を行っています。一村産業㈱（連結子会社）、

丸佐㈱（連結子会社）、東レインターナショナル㈱（連結子会社）、Alcantara S.p.A.（連結子会社）、P.T. 

Indonesia Toray Synthetics（連結子会社）、Luckytex (Thailand) Public Company Limited（連結子会社）、Thai 

Toray Synthetics Co., Ltd.（連結子会社）、Penfabric Sdn. Berhad（連結子会社）、東麗合成繊維（南通）有限

公司（連結子会社）、東麗高新聚化（南通）有限公司（連結子会社）、東麗酒伊織染（南通）有限公司（連結子会

社）、東麗国際貿易（中国）有限公司（連結子会社）、Toray Industries (H.K.) Ltd.（連結子会社）、Toray 

Advanced Materials Korea Inc.（連結子会社）、Toray Chemical Korea Inc.（連結子会社）、東レ・オペロンテッ

クス㈱（関連会社）、日本バイリーン㈱（関連会社）等は、合成繊維の製造・加工及び同製品の販売、アパレル製品

の流通に携わっています。 

 

機能化成品事業： 

東レは、樹脂、フィルム、ケミカル製品、電子回路・印写材料、液晶用カラーフィルター、光ファイバ等の製造・販

売を行っています。東レフィルム加工㈱（連結子会社）、曽田香料㈱（連結子会社）、蝶理㈱（連結子会社）、

Toray Plastics (America), Inc.（連結子会社）、Toray Resin Co.（連結子会社）、Toray International America 

Inc.（連結子会社）、Toray Films Europe S.A.S.（連結子会社）、Toray Plastics (Malaysia) Sdn. Berhad（連結

子会社）、Toray International Singapore Pte. Ltd.（連結子会社）、東麗塑料（中国）有限公司（連結子会

社）、Toray Advanced Materials Korea Inc. STEMCO, Ltd.（連結子会社）、東レ・デュポン㈱（関連会社）、東

レ・ダウコーニング㈱（関連会社）、三洋化成工業㈱（関連会社）、STECO, Ltd.（関連会社）等は、各種プラスチ

ック・ケミカル、情報通信分野向けの材料の製造・加工・販売を行っているほか、東レ製品の受託生産・加工も行っ

ています。 

 

炭素繊維複合材料事業： 

東レは、炭素繊維・同複合材料の製造・販売を行っています。Toray Composite Materials America, Inc.（連結子

会社）、Zoltek Companies, Inc.（連結子会社）、Toray Carbon Fibers Europe S.A.（連結子会社）等は、炭素繊

維・同複合材料の製造・販売を行っています。 

 

環境・エンジニアリング事業： 

東レは、機能膜及び同機器、住宅・建築・土木材料等の製造・販売を行っています。東レ建設㈱（連結子会社）、東

レエンジニアリング㈱（連結子会社）、水道機工㈱（連結子会社）等は、建設・不動産事業、エンジニアリング、建

材・精密機器製作等に携わっているほか、東レの工場設備建設・設備保全なども受託しています。 

 

ライフサイエンス事業： 

東レは、医薬品、医療機器、オプティカル製品等の製造・販売を行っています。東レ・メディカル㈱（連結子会社）

等は医薬品、医療機器の販売に携わっています。 

 

その他： 

上記セグメントに属さない㈱東レリサーチセンター（連結子会社）、東レエンタープライズ㈱（連結子会社）、㈱東

レシステムセンター（連結子会社）等はサービス産業、情報処理等の種々の分野で活動しています。 

 

2017/08/07 20:56:40／17346983_三井物産株式会社_一般その他

- 49 -



【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等

回次 第132期 第133期 第134期 第135期 第136期

決算年月 平成25年３月 平成26年３月 平成27年３月 平成28年３月 平成29年３月 

売上高 (百万円) 1,592,279 1,837,778 2,010,734 2,104,430 2,026,470

経常利益 (百万円) 88,244 110,648 128,572 150,170 143,736

親会社株主に帰属する

当期純利益
(百万円) 48,477 59,608 71,021 90,132 99,418

包括利益 (百万円) 119,821 179,328 191,127 12,890 101,958

純資産額 (百万円) 778,626 944,625 1,080,757 1,024,909 1,100,176

総資産額 (百万円) 1,731,933 2,119,683 2,357,925 2,278,386 2,396,785

１株当たり純資産額 (円) 444.45 527.32 616.70 591.50 638.64

１株当たり当期純利益 (円) 29.75 36.59 44.33 56.38 62.17

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 
(円) 28.90 35.70 44.28 56.31 62.10

自己資本比率 (％) 41.8 40.5 41.8 41.5 42.6

自己資本利益率 (％) 7.2 7.5 7.7 9.3 10.1

株価収益率 (倍) 21.4 18.6 22.7 17.0 15.9

営業活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) 100,815 161,455 141,282 196,142 173,958

投資活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) △107,525 △214,826 △140,662 △154,414 △135,242

財務活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) 26,167 41,475 △9,998 △77,605 △18,018

現金及び現金同等物

の期末残高
(百万円) 107,690 113,137 112,489 109,778 131,405

従業員数 (人) 42,584 45,881 45,789 45,839 46,248

 （注）１ 百万円単位の金額は、百万円未満を四捨五入して表示しております。 

２ 売上高には、消費税等を含みません。 

３ 第133期より、一部の在外会社において、ＩＡＳ第19号「従業員給付」（平成23年６月16日改訂）を適用し

ております。当該会計方針の変更は遡及適用されるため、第132期の関連する主要な経営指標等について遡

及適用後の数値を記載しております。 
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(2）公開買付者の経営指標等 

回次 第132期 第133期 第134期 第135期 第136期 

決算年月 平成25年３月 平成26年３月 平成27年３月 平成28年３月 平成29年３月 

売上高 (百万円) 510,785 557,704 566,259 563,611 547,029

経常利益 (百万円) 23,645 43,263 49,778 62,927 62,406

当期純利益 (百万円) 13,153 24,468 41,705 34,172 53,704

資本金 (百万円) 147,873 147,873 147,873 147,873 147,873

発行済株式総数 (千株) 1,631,481 1,631,481 1,631,481 1,631,481 1,631,481

純資産額 (百万円) 488,475 509,848 528,690 527,985 563,703

総資産額 (百万円) 1,077,628 1,155,053 1,247,209 1,232,258 1,268,099

１株当たり純資産額 (円) 299.30 312.34 329.98 329.38 351.58

１株当たり配当額 (円) 10.00 10.00 11.00 13.00 14.00

（うち１株当たり中間配当額） (円) (5.00) (5.00) (5.00) (6.00) (7.00) 

１株当たり当期純利益 (円) 8.07 15.01 26.02 21.37 33.57

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 
(円) 7.84 14.65 25.99 21.34 33.53 

自己資本比率 (％) 45.3 44.1 42.3 42.8 44.4

自己資本利益率 (％) 2.7 4.9 8.0 6.5 9.9

株価収益率 (倍) 78.8 45.4 38.7 44.9 29.4 

配当性向 (％) 123.9 66.6 42.3 60.8 41.7

従業員数 (人) 7,097 7,123 7,232 7,223 7,220

 （注）１ 百万円単位の金額は、百万円未満を四捨五入して表示しております。 

２ 売上高には、消費税等を含みません。 
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（三井物産） 

【事業の内容】 

三井物産及び連結子会社は、総合商社である三井物産を中心として全世界に広がる営業拠点とその情報力を活用し、世

界各地の販売先及び仕入先に対する多種多様な商品の売買及びこれに伴うファイナンスなどに関与し、また、国際的な

プロジェクト案件の構築などに取り組んでいます。鉄鋼製品、金属資源、機械・インフラ、化学品、エネルギー、生活

産業、次世代・機能推進などの分野で商品の販売、輸出入・外国間貿易及び製造を行うほか、リテール、情報通信、技

術、輸送、ファイナンスなどの総合的なサービスの提供、更にはエネルギー・鉄鋼原料などの資源開発事業、また、

IT、再生可能エネルギー、環境関連事業に代表される新分野への事業投資などの幅広い取組を展開しています。三井物

産は本店に商品別の営業本部を置き、各営業本部は担当商品毎に内外一体となった総合戦略を立案し全世界で事業活動

を展開すると共に、地域本部の各地域における商品戦略及び地域戦略の立案・実施に協力しています。また、地域本部

は地域戦略の要として担当地域の事業を任されており、営業本部と連携しつつ各々傘下の関係会社と共に幅広い多角的

な事業を行っています。

 

2017/08/07 20:56:40／17346983_三井物産株式会社_一般その他

- 52 -



【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等

回次 
国際会計基準 

第94期 第95期 第96期 第97期 第98期 

決算年月 平成25年３月 平成26年３月 平成27年３月 平成28年３月 平成29年３月 

収益 (百万円) 4,912,118 5,731,918 5,404,930 4,759,694 4,363,969 

売上総利益 (百万円) 814,139 880,106 845,840 726,622 719,295 

当期利益（損失） 

（親会社の所有者に帰属） 
(百万円) 296,623 350,093 306,490 △83,410 306,136 

当期包括利益 

（親会社の所有者に帰属） 
(百万円) 664,345 521,457 406,583 △607,490 503,025 

親会社の所有者に帰属する持分 (百万円) 3,439,141 3,815,767 4,099,795 3,379,725 3,732,179 

総資産額 (百万円) 10,777,274 11,491,319 12,202,921 10,910,511 11,501,013 

１株当たり親会社所有者帰属持分 (円) 1,884.33 2,128.73 2,287.17 1,885.47 2,115.80 

基本的１株当たり当期利益（損失） 

（親会社の所有者に帰属） 
(円) 162.53 192.22 170.98 △46.53 171.20 

希薄化後１株当たり当期利益 

（損失）（親会社の所有者に帰属） 
(円) 162.53 192.21 170.95 △46.54 171.10 

親会社所有者帰属持分比率 (％) 31.91 33.21 33.60 30.98 32.45 

親会社所有者帰属持分利益率 (％) 9.41 9.65 7.74 △2.23 8.61 

株価収益率 (倍) 8.08 7.59 9.43 － 9.42 

営業活動によるキャッシュ・フロー (百万円) 455,326 449,243 639,967 586,991 404,171 

投資活動によるキャッシュ・フロー (百万円) △754,533 △659,818 △386,397 △408,059 △353,299 

財務活動によるキャッシュ・フロー (百万円) 236,335 △13,237 △126,193 △50,548 △50,265 

現金及び現金同等物期末残高 (百万円) 1,432,534 1,226,317 1,400,770 1,490,775 1,503,820 

従業員数 
(人) 

45,148 48,090 47,118 43,611 42,316 

（外、平均臨時雇用者数） (16,750) (12,570) (11,139) (10,784) (9,988) 

（注）１.三井物産は、第95期より国際会計基準（以下、IFRS）に準拠して連結財務諸表を作成しております。

２.収益には消費税等は含まれておりません。 

３.第97期の株価収益率については、１株当たり当期損失であるため記載しておりません。
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回次 
米国会計基準 

第94期 第95期 

決算年月 平成25年３月 平成26年３月 

収益 (百万円) 4,911,609 5,740,650 

継続事業からの法人所得税 

及び持分法損益前利益 
(百万円) 314,098 453,732 

当期純利益（三井物産㈱に帰属） (百万円) 307,926 422,161 

包括損益（三井物産㈱に帰属） (百万円) 631,260 549,238 

株主資本 (百万円) 3,181,819 3,586,414 

資本合計 (百万円) 3,440,104 3,868,066 

総資産額 (百万円) 10,324,581 11,001,264 

１株当たり株主資本 (円) 1,743.34 2,000.78 

１株当たり当期純利益 

（三井物産㈱に帰属） 
(円) 168.72 231.79 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

（三井物産㈱に帰属） 
(円) － 231.78 

株主資本比率 (％) 30.82 32.60 

株主資本利益率 (％) 10.58 12.47 

株価収益率 (倍) 7.78 6.29 

営業活動によるキャッシュ・フロー (百万円) 461,430 521,524 

投資活動によるキャッシュ・フロー (百万円) △753,297 △704,516 

財務活動によるキャッシュ・フロー (百万円) 221,635 △34,698 

現金及び現金同等物期末残高 (百万円) 1,425,174 1,225,079 

従業員数 
(人) 

45,148 48,090 

（外、平均臨時雇用者数） (16,750) (12,570) 

（注）１.第95期の米国会計基準に基づく連結財務諸表については、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく

監査を受けておりません。

２.株主資本、１株当たり株主資本、株主資本比率及び株主資本利益率における株主資本は、連結貸借対照表に

おける「株主資本合計」を示しております。 

３.第94期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益（三井物産㈱に帰属）については、希薄化効果を有している

潜在株式が存在しないため記載しておりません。

４.収益には消費税等は含まれておりません。
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(2）公開買付者の経営指標等 

回次 第94期 第95期 第96期 第97期 第98期 

決算年月 平成25年３月 平成26年３月 平成27年３月 平成28年３月 平成29年３月 

売上高 (百万円) 4,182,193 4,597,257 4,413,063 3,949,904 3,742,174 

経常利益又は経常損失（△） (百万円) 108,808 218,022 347,682 △60,906 145,638 

当期純利益又は当期純損失（△） (百万円) 83,366 220,470 349,085 △54,100 153,173 

資本金 (百万円) 341,481 341,481 341,481 341,481 341,481 

発行済株式総数 (千株) 1,829,154 1,829,154 1,796,514 1,796,514 1,796,514 

純資産額 (百万円) 1,406,050 1,433,627 1,655,842 1,556,111 1,631,739 

総資産額 (百万円) 5,093,715 5,167,617 5,581,899 5,439,153 5,850,180 

１株当たり純資産額 (円) 737.30 799.67 923.62 868.00 924.99 

１株当たり配当額 
(円) 

43 59 64 64 55 

（うち１株当たり中間配当額） (22) (25) (32) (32) (25) 

１株当たり当期純利益又は 

当期純損失（△） 
(円) 45.67 121.03 194.72 △30.18 85.65 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 
(円) － － 194.69 － 85.61 

自己資本比率 (％) 27.60 27.74 29.66 28.60 27.88 

自己資本利益率 (％) 5.82 15.53 22.60 － 9.61 

株価収益率 (倍) 28.75 12.05 8.28 － 18.83 

配当性向 (％) 94.2 48.7 32.9 － 64.2 

従業員数 (人) 6,212 6,160 6,085 6,006 5,971 

（注）１.第94期及び第95期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載して

おりません。

２.第97期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益及び株価収益率については、１株当たり当期純損失であるた

め記載しておりません。

３.第97期の自己資本利益率及び配当性向については、当期純損失であるため、記載しておりません。

４.売上高には消費税等は含まれておりません。 
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【対象者に係る主要な経営指標等の推移】 

【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等

回次 第41期 第42期 第43期 第44期 第45期 

決算年月 平成25年３月 平成26年３月 平成27年３月 平成28年３月 平成29年３月 

売上高 (百万円) 14,534 15,744 16,370 16,096 15,250 

経常利益 (百万円) 1,067 1,790 1,658 556 424 

親会社株主に帰属する 

当期純利益 
(百万円) 614 1,020 874 203 243 

包括利益 (百万円) 853 1,631 1,590 109 289 

純資産額 (百万円) 14,567 16,079 17,471 17,317 17,397 

総資産額 (百万円) 19,696 21,919 22,563 22,252 22,146 

１株当たり純資産額 (円) 1,398.47 1,527.34 1,646.53 1,631.57 1,642.78 

１株当たり当期純利益金額 (円) 61.47 102.10 87.44 20.40 24.39 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益金額 
(円) － － － － － 

自己資本比率 (％) 71.0 69.7 72.9 73.3 74.1 

自己資本利益率 (％) 4.5 7.0 5.5 1.2 1.5 

株価収益率 (倍) 11.2 10.3 13.0 34.9 31.9 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) 1,785 1,703 1,238 1,051 857 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) △450 △1,679 △1,635 △814 △534 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) 60 △178 △249 △261 △101 

現金及び現金同等物 

の期末残高 
(百万円) 6,689 6,777 6,203 6,162 6,384 

従業員数 
(人) 

415 435 454 463 458 

（外、平均臨時雇用者数） (41) (44) (40) (32) (30) 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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(2）対象者の経営指標等

回次 第41期 第42期 第43期 第44期 第45期 

決算年月 平成25年３月 平成26年３月 平成27年３月 平成28年３月 平成29年３月 

売上高 (百万円) 13,080 13,127 13,283 12,707 11,706 

経常利益 (百万円) 899 1,362 1,028 158 365 

当期純利益 (百万円) 531 894 673 14 239 

資本金 (百万円) 1,490 1,490 1,490 1,490 1,490 

発行済株式総数 (千株) 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 

純資産額 (百万円) 13,118 13,884 14,581 14,502 14,702 

総資産額 (百万円) 17,871 18,936 19,001 18,652 18,530 

１株当たり純資産額 (円) 1,312.29 1,388.99 1,458.68 1,450.75 1,470.79 

１株当たり配当額 
(円) 

14.00 17.00 23.00 18.00 18.00 

(内１株当たり中間配当額) （7.00） （8.00） （9.00） （9.00） （9.00） 

１株当たり当期純利益金額 (円) 53.18 89.47 67.37 1.42 23.95 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益金額 
(円) － － － － － 

自己資本比率 (％) 73.4 73.3 76.7 77.7 79.3 

自己資本利益率 (％) 4.1 6.6 4.7 0.1 1.6 

株価収益率 (倍) 13.0 11.7 16.9 501.4 32.4 

配当性向 (％) 26.3 19.0 34.1 1,267.6 75.2 

従業員数 
(人) 

288 300 312 314 313 

（外、平均臨時雇用者数） (35) (37) (36) (30) (25) 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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